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I．成果の概要  

課題名  2-1905 気候変動に伴う都市災害への適応 

課題代表者名 稲津 將（国立大学法人北海道大学大学院理学研究院教授） 

 

重点課題  主：【重点課題⑦】気候変動への適応策に係る研究・技術開発 

      副：【重点課題○】なし 

 

行政要請研究テーマ（行政ニーズ）   

（２－６）地方自治体向けのクラウド型気候変動影響評価ツールの開発 

 

研究実施期間 令和元年度～令和３年度 

         

研究経費 120,000千円（合計額） 

（各年度の内訳：2019年度：40,000千円、2020年度：40,000千円、2021年度：40,000千円）                

 

研究体制 

（サブテーマ１）暑熱に対する都市災害への適応（国立大学法人筑波大学） 

（サブテーマ２）強風に対する都市災害への適応（国立大学法人京都大学） 

（サブテーマ３）豪雨豪雪に対する都市災害への適応（国立大学法人北海道大学） 

 

研究協力機関 

なし 

 

本研究のキーワード 気候変動、気象災害、都市、台風、暑熱環境、豪雨豪雪、地方自治体、適応策 

 

１．はじめに（研究背景等） 

国内外において都市への人口集中が止まらない。そのような都市への人口密集に伴い、気候変動に伴う

都市災害への脆弱性の高まりが懸念されている。とくに、2018年は気象がもたらす都市災害が頻発し

た。1月には、南岸低気圧の通過により、関東平野部で大雪となり、多数の交通障害が発生した。7月
上旬の台風と梅雨前線に伴う豪雨は、西日本の多くの都市で浸水等の被害をもたらした。一方、そのと

き北海道石狩川下流域で氾濫危険水位に達し、大規模災害の危険度が高まっていた。7月下旬には熊谷

市で41.1℃、8月には新潟市で39.9℃を記録し、全国で猛暑により多数の熱中症関連死があり、気象庁

は猛暑を一つの災害と認識しているとした。9月には、台風21号に伴う突風により、大阪都市部で建築

物・倒木被害が多発し、広範囲で長期にわたる停電に見舞われた。いずれも気候変動によって激甚化す

る極端気象に対し、人口と資産が集積する都市は脆弱であることを象徴している。 

 

２．研究開発目的 

上記のリスクに適切に対応するため、高度な科学的知見に基づいた気候変動に伴う都市災害への適応が

求められている。これまでの気候変動適応研究では「地域の社会ニーズに細やかに応えられる研究の重

要性」が指摘されている。気候変動適応法では、気候変動に伴う影響から国民の生命・財産を守ってい

くことが謳われている。その目的を達するため、国立環境研究所を核とし、各地方自治体が率先して気

候変動適応策の策定と推進にあたることとなった。したがって、人口と資産の集積した都市に着目した

気候変動適応研究は、気候変動適応法の精神に即し、かつ地方公共団体の実務に大きく貢献するものと

なる。以上の背景に鑑み、本研究の目的は、暑熱・強風・豪雨豪雪という現在から近未来の都市災害に

直結する気象に着目し、特定都市に対して都市災害リスクを評価することである。また、各都市のリス



 

2 

2-1905 

ク評価に基づき、具体的な適応策を地方自治体担当者と協議する。                         

 

３．研究目標 

全体目標 本研究の最終目標は、都市災害をもたらす気象に応じたシミュレーションを通

じて、気候変動で激甚化する暑熱・強風・豪雨豪雪による都市災害リスクを評

価し、対象とする都市に対し実用的な適応策へと昇華させることである。サブ

テーマ１が暑熱を、サブテーマ２が強風を、サブテーマ３が豪雨豪雪を分担す

る。また、各サブテーマが暑熱、強風、豪雨豪雪といったハザードに関連する

気象を分析し、それぞれで得た知見を共有する。また、各サブ課題の共通点・

相違点を意識した「自治体向けの提言書」をアウトプットとして作成する。 

各サブテーマの研究目標は下記のとおり。 

 

サブテーマ１ 暑熱に対する都市災害への適応 

サブテーマリーダー

/所属機関 

日下 博幸 

筑波大学 

目標 暑熱都市に対し、フェーンを対象としたダウンスケール計算を実施し、気候変

動影響に対するフェーン現象の影響を解明する。暑熱都市に対し、ヒートアイ

ランドを対象としたダウンスケール計算を実施し、気候変動影響に対するヒー

トアイランド等の影響を明らかにする。暑熱都市における都市型気候変動リス

クを評価し、新潟市・熊谷市とその結果を議論し、実現可能な適応策を提案す

る。 

 

サブテーマ２ 強風に対する都市災害への適応 

サブテーマリーダー

/所属機関 

竹見 哲也 

京都大学 

目標 都市に影響を与える極端現象を抽出し、気象場から都市街区スケールへのダウ

ンスケール手法を構築する。近未来に想定される極端現象に対する擬似温暖化

実験を実施し、極端現象による強風災害リスクを街区スケールで解明する。強

風災害に直結する最大瞬間風速を定量的に算定し、街区の建物配置など幾何学

的形状の影響を評価し、温暖化影響による瞬間風速の増速効果を定量化する。

この結果を京都市・大阪市と議論し、実現可能な適応策を提案する。 

 

サブテーマ３ 豪雨豪雪に対する都市災害への適応 

サブテーマリーダー

/所属機関 

稲津 將 

北海道大学 

目標 札幌市における既往上位５０例の豪雨豪雪事例を参考に、d4PDF 5km解像度の力

学的ダウンスケーリングデータ７５０年分から札幌市で起こりうる夏季豪雨事

例と冬季豪雪事例を抽出し、それらがどの程度の確率で激甚化し、都市災害を

もたらすのかを最大可能性として評価する。また、その結果を札幌市に協議

し、実現可能な気候変動適応策を提案する。 
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４．研究開発内容 

都市災害をもたらす気象に応じたシミュレーションを実施し、気候変動影響を調査した。着目する

現象のスケールやシミュレーションによる再現性を考慮し、擬似温暖化実験、力学的ダウンスケーリン

グ、都市街区気象モデル計算を行ったほか、既存の気候変動予測データを利用した。また、対象都市

を、札幌市、熊谷市、新潟市、京都市、大阪市とし、それぞれの都市における暑熱・強風・豪雨豪雪に

よる都市災害リスクを評価した。さらに、プロジェクト遂行にあたり、対象都市を管轄する地方自治体

等と双方向のコミュニケーションを行い、研究成果の逐次の共有とともに、行政利用可能な形での適応

策策定に向けた協議を行った。 

 

５．研究成果  

５－１．成果の概要 

 本研究課題では札幌市、熊谷市、新潟市、京都市、大阪市を対象として暑熱・強風・豪雨豪雪とい

った極端気象が要因の都市災害に対する気候変動影響を調査した。まず、都市暑熱環境は全国的に悪化

することが示され、北海道を中心に将来の盛夏環境において熱中症救急搬送者数、救急車稼働率、及び

病床占有率が現在に比べ激増することが予測された。都市の猛暑はヒートアイランド現象が着目されが

ちだが、新潟市を含む日本海側の都市における極端高温の主因はフェーンであることが示された。ま

た、その形成機構は風上の降雨を伴わないものがほとんどだった。同様に、都市強風環境の変化を、主

に京都市と大阪市を対象として調査した。その結果、記録的な台風に伴う強風環境であっても、わずか

な経路の違いで都市内における強風場は異なることが示された。また、建物の立地密度が相対的に低く

建物高さのばらつきが大きい場合に、突風リスクが顕著になった。つまり、突風リスクは、台風または

温帯低気圧の位置・強度と、建物の配置や街区の設計など都市構造に依存することが示唆された。これ

らの突風リスクは温暖化により増大する。さらに、都市における豪雨豪雪のリスクを調査した。都市特

有の豪雨影響として、住宅密集地を流れる都市河川の氾濫がある。都市河川は応答の時定数が短いた

め、短時間強雨により河川水位が急激に上昇する。本研究課題では札幌市望月寒川における線状降水帯

に伴う極端豪雨事例に着目して、将来の氾濫リスクを評価した。気候変動に伴い、日本のほとんどの都

市で雪災害のリスクは激減するものの、北海道の日本海側を中心に寒冷都市では豪雪リスクが増加する

可能性が示された。以上、暑熱・強風・豪雨豪雪に対する都市災害へのアプローチとして、再現・予測

が十分な現象に対し力学的ダウンスケーリングを用いた確率論的評価が、不十分な現象に対しては擬似

温暖化実験による極端事例評価が合理的であることが、課題全体の科学的知見として得られた。 

 本研究課題は対象とした地方自治体等との双方向コミュニケーションの中で実施した。つまり、研究

成果を逐次共有しながら、気候変動影響に対する適応策を協議した。例えば、暑熱対策として熊谷市や

新潟市で検討されている実例をもとに、大型の日除けや樹木の導入が有効となることを街区シミュレー

ションによって示した。あるいは、都市河川の氾濫対策として建設中の放水路トンネルの効果は、現在

気候のみならず将来気候においても有効であることを示した。このように気候変動影響に対する都市災

害を防ぐ適応策は、既存の都市計画や防災整備の一環あるいは延長として位置づけられることが、本研

究課題全体の政策的知見として得られた。また、現在の対策では不十分なものについては、将来に向け

て迅速に対応することが求められることを、各地方自治体と意識共有し、一部にはその政策に本研究課

題の成果を活用していくこととなった。 

 

５－２．環境政策等への貢献 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

1) 北海道地域気候変動適応センターにおける北海道を中心とした気候変動適応研究の文献情報収集に

協力し、ウェブページにおける文献量が倍増した。なお、本件は環境研究総合推進費2-2009と共同で

実施したものである。 

2) 都市街区LESの計算結果を環境省事業「令和3年度気候変動による災害激甚化に関する影響評価業
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務」に提供し、国レベルでの適応策の議論にも貢献した。 

 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

1) 熱中症リスク分析の結果を、埼玉県危機管理防災部消防課、熊谷市総合政策部企画課・政策調査

課、新潟県環境企画課、新潟県保健環境科学研究所、新潟市環境部と共有し、各地方自治体における熱

中症に伴う医療逼迫対策を講じることが見込まれる。 

2) 現場気象観測に基づく熱中症対策を熊谷市政策調査課に提案した。その結果を受けて、熊谷市にお

いて小学生への日傘配布という適応策を実現する見込みとなった。 

3) 札幌市望月寒川放水路トンネルが同河川における気候変動適応策の役割を果たす点について、北海

道庁建設部河川砂防課と情報共有し、今後、研究成果を放水路トンネルの価値に対する住民広報に活用

されることが見込まれる。 

4) 本研究課題にて整理した天気図パターンを用いた１か月豪雪ポテンシャル予測の結果を札幌市雪対

策室及び危機管理対策室と共有し、今後、予測技術を利用した雪対策配備が議論されると期待される。 

5) 強風を伴う吹雪災害に関して、寒地土木研究所、東日本高速道路株式会社と情報共有し、本研究課

題で開発したラージエディーシミュレーションによる効果的な防雪柵を効率的に設計が見込まれる。 

6) 強風災害への適応として、市街地の街路樹・公園樹の管理において台風の激甚化への配慮をする必

要性が認識され、今後の樹木管理への反映が見込まれる。 

7) 京都市の環境アセスメントの段階において、風害問題への配慮が答申書に盛り込まれるなど、今後

も強風リスクへの配慮が見込まれる。 

8) 大阪市の大気汚染常時観測網の検討において、都市の風環境にも配慮した適正配置が見込まれる。 

 

５－３．研究目標の達成状況 

本研究課題の到達目標は「①都市災害をもたらす気象に応じたシミュレーションを通じて、気候変動で

激甚化する暑熱・強風・豪雨豪雪による都市災害リスクを評価し、対象とする都市に対し実用的な適応

策へと昇華させることである。サブテーマ１が暑熱を、サブテーマ２が強風を、サブテーマ３が豪雨豪

雪を分担する。②また、各サブテーマが暑熱、強風、豪雨豪雪といったハザードに関連する気象を分析

し、それぞれで得た知見を共有する。③また、各サブ課題の共通点・相違点を意識した「自治体向けの

提言書」をアウトプットとして作成する。」と分割される。 

①に関し、本研究課題では気象災害と対象都市の組み合わせ（暑熱は熊谷市・新潟市、強風は京都市・

大阪市、豪雨豪雪は札幌市）を限定し、既存の気候変動情報を活用するなど工夫して、現象のスケール

ごとに整理する戦略で研究を展開した。その結果、各都市の気象ハザードを効率的に同定した。また、

サブ課題ごとに研究成果を交流し、気象災害と対象都市のすべての組み合わせについて気象ハザードを

同定した。①については、課題全体としての知見を得た点も含め、当初予定通りに達成した。 

②に関し、擬似温暖化、力学的ダウンスケーリング、都市気象計算などを駆使して、確率評価と事例評

価を行った。シミュレーションにより予測・再現が可能な現象と困難な現象に分けて近未来における都

市気象リスクを評価する方法を確立した。②については、課題全体としての知見を得た点も含め、当初

予定通りに達成した。 

③に関し、暑熱に対しては熊谷市・新潟市、強風に対しては京都市・大阪市、豪雨豪雪に対しては札幌

市・北海道と、気候変動適応策について協議し、地方自治体との双方向コミュニケーションによって創

出された本研究課題の知見と気候変動適応策を提言書としてまとめ、各地方自治体と共有した。また、

サブ課題を相互に乗り入れた研究成果も含めて地方自治体への適応策を協議し、課題全体を貫く知見と

して整理した。環境省事業「令和3年度気候変動による災害激甚化に関する影響評価業務」に提供し、

わが国全体をカバーする適応策の議論にも貢献した点は特筆される。③については、サブ課題個別成果

の地方自治体との協議の枠に留まらず、わが国全体の適応策に指針を与えるものとなった。当初予定通

りに達成した。 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ－１ 暑熱に対する都市災害への適応 

国立大学法人筑波大学 

計算科学研究センター 教授             日下 博幸      

生命環境系      特任助教      秋山 千亜紀 

 

［要旨］ 

  熊谷市と新潟市を対象として、気候変動・ヒートアイランド・フェーンが暑熱環境に及ぼす影響を

評価した。その結果、新潟市における極端気温の主因がフェーンであり、将来、熱中症救急搬送者数、

救急車稼働率、及び病床占有率が激増することが予測された。また、最新の都市街区気象シミュレーシ

ョンモデルを用いて、新潟駅前と熊谷市星川エリアの暑熱環境を再現し、気候変動適応策として自治体

が進めている大型の日除けや樹木の導入が有効となることを示した。さらに、現地気象観測から、街路

樹と藤棚が暑熱ストレスに対し効果的であり、日傘でも代替できることを示した。以上の結果を熊谷

市、埼玉県、新潟市、及び新潟県の環境政策担当者等と共有し、将来の適応策を協議した。サブテーマ

２と連携し、新潟市における強風に伴う火災リスクは0.58倍に減少すると予測された。サブテーマ３

と連携し、関東平野における着雪リスク・降雪リスクの減少、並びに熊谷市における集中豪雨及び新潟

市における融雪出水による河川氾濫リスクの増大が示唆された。 

 

１．研究開発目的 

 気候変動により、都市では気候変動とヒートアイランドの2つによる暑熱環境の悪化が懸念されてい

る。これに加え、山脈風下に位置する都市ではフェーンの影響による極端高温がしばしば発生してお

り、これらのトリプル効果により将来、都市では暑熱環境が極めて悪化する可能性が考えられる。 

 サブテーマ１では、気候変動・ヒートアイランド・フェーンの3つが都市の暑熱環境に大きく影響す

ると考えられる熊谷市と新潟市を対象とし、それぞれの現象が暑熱による都市災害リスク、さらには都

市で生活する人々の熱中症リスクに与える影響を評価することを目的とする。また、これらのリスクを

改善するために有効な適応策について具体的に検討し、その結果を各自治体と協議する。 

 

２．研究目標 

 暑熱都市に対し、フェーンを対象としたダウンスケール計算を実施し、気候変動影響に対する

フェーン現象の影響を解明する。暑熱都市に対し、ヒートアイランドを対象としたダウンスケー

ル計算を実施し、気候変動影響に対するヒートアイランド等の影響を明らかにする。暑熱都市に

おける都市型気候変動リスクを評価し、新潟市・熊谷市とその結果を議論し、実現可能な適応策

を提案する。 

 

３．研究開発内容 

 気象観測データ、アンサンブル気候予測データベース(d4PDF)、領域気候モデルWRFによる力学的ダ

ウンスケーリングの結果(高解像度気候予測データ)を使用して、気候変動・ヒートアイランド・フェ

ーンの3つが、現在及び将来において都市（特に新潟市）の暑熱環境悪化にどの程度影響するかを定量

的に評価する。また、将来の熱中症救急搬送体制・病床占有のリスク評価を実施する。さらに、現地気

象観測や大規模被験者実験により、都市で生活する人々に暑熱環境がもたらす熱中症リスクや仕事・学
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習能力の低下を実証的に評価する。 

 これらのリスク評価結果を各自治体と共有して協議し、自治体からの要望や情報提供のフィードバッ

クを受ける。それらを踏まえて、空間分解能1 mの都市街区気象モデルを用いて暑熱環境シミュレーシ

ョンを実施し、具体的な暑熱適応策の効果を検証する。 

 サブテーマ２と強風に関する知見を、サブテーマ３と降雨・降雪に関する知見を共有しながら、熊谷

市及び関東平野と新潟市におけるリスクを分析する。特に、強風による火災延焼リスク、冬季南岸低気

圧に伴う降雪・着雪リスク、強雨による河川の氾濫・水害リスクが現在に対して将来どの程度増大ある

いは減少するかに着目して解析を行う。 

 以上の気候変動に伴う都市災害リスクの情報や研究成果を、熊谷市・埼玉県及び新潟市・新潟県と逐

次共有し、より具体的かつ実用的な気候変動適応策となるよう協議する。 

 

４．結果及び考察 

４．１ 暑熱による都市災害をもたらす気象の将来変化 

 暑熱による都市災害を発生させる気象の代表例として、フェーンとヒートアイランドが広く知られて

いる。ここでは、フェーンが頻繁に発生する北陸地方最大の都市である新潟市を対象に、暑熱による都

市災害を発生させる気象現象の現状を把握するとともに、その将来変化を明らかにした。 

 

４．１．１ 新潟市における顕著な極端高温事例の解析 

 新潟市の夜間極端高温事例 (2018年8月23日夜から24日早朝)に対してWeather Research and 

Forecasting (WRF)モデルを用いた再現実験（CTRL）を行った。さらに、地形を除去した実験

(NoTOPO)、新潟市中心部の土地利用を都市から水田に変更した実験(NoURB)、地形と土地利用の双方を

変更した実験(NoURBTOPO)を行い、夜間極端高温事例に対するフェーンとヒートアイランドの寄与の大

きさを定量的に評価した。その結果、この極端高温事例発生時にはフェーンとヒートアイランドの双方

が発生しており、8月23日21時の新潟市の気温に対するフェーンとヒートアイランドの寄与はそれぞ

れ、2.8℃と1.9℃であることが分かった(図1.1a、1.1b)。一方で、8月23日24時における両者の寄与

は、それぞれ3.2℃と0.8℃であった(図1.1c)。つまり、この夜間極端高温において、フェーンとヒー

トアイランドの双方が気温に対して十分な寄与を持っており、それぞれの寄与の大きさは時間によって

異なっていたことが明らかになった。 

 

図 1.1：(a) 2018 年 8 月 23 日 21 時における CTRL と NoTOPO の地上気温の差。(b) 2018 年 8 月 23 日

21 時における CTRL と NoURB の地上気温の差。(c)極端高温事例前後の新潟における地上気温の

時間変化。線の色は図中凡例の通り 1)。 

 

４．１．２ 新潟市の極端高温リスクの現状 

 新潟市における極端高温リスクの気候特性を分析した。新潟で観測された最高気温データを用いて

1990年から2019年までの新潟市における最高気温TOP5、TOP10、TOP30、TOP100の事例を抽出し、それ

ぞれの気圧配置を調査した。その結果、新潟市の極端高温は熱帯低気圧が日本付近に存在する時(台風

型)、もしくは高気圧が日本を覆っている時(高気圧型)に多く発生していた。また、新潟で観測された
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風データからTOP5、TOP10の極端高温のうち、台風型の多くでフェーンが発生していた(表1.1)。一

方、TOP100の高温の場合、台風型でかつフェーンが発生した事例は15%に過ぎなかった。これらの結果

は、新潟市における顕著な極端高温は、熱帯低気圧を起因とするフェーンが原因である場合がほとんど

であることを意味している。さらに、気象庁ベストトラックデータから、台風の中心が北緯29.0度～

45.8度、東経123.2度～139.1度(極端高温ポテンシャルゾーンと名付ける)に位置している時にフェー

ンが吹くと新潟市の極端高温リスクが増大することが分かった(図1.2)。 

 

表 1.1：新潟市における最高気温上位 5、10、30、100 位の各事例における気圧配置の分類。カンマで

区切られた 1 つ目の数字はフェーン無し事例、2 つ目の数字はフェーンあり事例である 2)。 

 

 

図 1.2：新潟市で発生した台風型の極端高温(35 事例)における熱帯低気圧・台風の経路(灰色の点と

線)。黒丸は極端高温発生時の熱帯低気圧の位置を示す。矢印は極端高温発生時の新潟市の風ベ

クトル。ピンク、黄色、紫、黒の矢印の場所はそれぞれ極端高温上位 5、10、30、100 事例にお

ける台風の位置である。赤丸は新潟市の位置。黒い四角はフェーンに伴う極端高温が発生したと

きの台風の範囲(極端高温ポテンシャルゾーン)である 2)。 

 

４．１．３ 新潟市の極端高温(フェーン)リスクの将来変化 

 表1.2に、現在から将来までの極端高温ポテンシャルゾーンを通過する台風の数と極端高温をもたら

すフェーンの数の変化を示す。この表から、将来は現在と比べて、新潟市で極端高温を引き起こす可能

性が高い(極端高温ポテンシャルゾーンに入る)台風が減少することが分かる。この減少は、将来気候

において台風全体の数が減少したことに起因していた。一方で、d4PDF及びd4PDF（4K上昇実験結果）

を解像度5 kmにダウンスケーリングした結果から、特に厳しい極端高温(上位100事例)に対するフェー

ン事例の割合が16％から24％に増加することが分かった(図1.3)。さらに、新潟の最高気温TOP100のう

ちフェーンが関連していると思われる事例は70%から82%に増加し、そのほとんどが高気圧型の気圧配
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置時に発生することが分かった(表1.3)。将来は日中の海陸間の温度差が小さくなっていたことから、

最高気温上位100事例におけるフェーンの割合の増加、及び高気圧型フェーンを起因とした極端高温の

増加は、海風を駆動する気圧傾度が小さくなり、新潟市でフェーンが吹きやすくなったためと考えられ

る。 

 

表 1.2：過去・現在から将来までの台風の変化及び極端高温・フェーンとの関係。 

 

 

 

図 1.3：最高気温上位 100 事例発生時のフェーンの有無とその将来変化。青は最高気温発生時にフェー

ンが吹いていた事例(日中フェーン事例)。オレンジは最高気温発生時にフェーンがなく、夜間に

フェーンがある事例(夜間のみフェーン事例)。灰色はフェーンを伴わない事例(フェーン無し事

例)。 

 

表 1.3：最高気温上位 100 事例の気圧配置の将来変化。 

 

 

 

４．２ 暑熱による都市災害リスクの評価 

 次に、都市で実際に発生する暑熱災害リスク評価を行った。 

 

４．２．１ モデル都市における熱中症救急搬送リスク 

 暑熱による都市災害のリスクの一つとして熱中症救急搬送リスクが挙げられる。将来、日本は気候変

動に加え高齢化が進むことによって、熱中症救急搬送者数が増加すると言われている。本研究では、

2031～2050年までの近未来における熱中症救急搬送者数を予測し、その熱中症救急搬送者が地域の救

急搬送体制へ与える影響を調査した。はじめに、説明変数を日最高WBGT、被説明変数を消防庁が公開

している日熱中症救急搬送者数3)とした一般化線形モデルを開発し、本課題のモデル都市を有する都道

府県を対象に近未来(2031～2050年、RCP4.5シナリオ下)の熱中症救急搬送者数予測を行った（表

1.4）。将来気候データセットにはCMIP6をベースとした石崎4)のものを使用した。解析の結果、新潟県

以外の都道府県では一夏あたりの熱中症救急搬送者の合計がBaselineから近未来にかけて2倍以上に増
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加すると予測された（表1.4）。Baselineから近未来までの増加率が高い埼玉県、大阪府に着目する

と、65歳以上の救急搬送者数が特に増加していることがわかる(埼玉県では10倍以上)。これは気候変

動に加え、高齢者の人口が他県よりも多いことに起因する。高齢者は重症化するリスクも高いので一層

の救急医療体制の強化が必要であろう。 

表 1.4：モデル都市の各道府県における一夏あたりの熱中症搬送者数(65 歳未満・65 歳以上・合計及び

中等症搬送者(入院を要する熱中症救急搬送者))。人口は Baseline：1990 年、近未来：2040 年

のデータを用いた。気候変動シナリオは RCP4.5 を使用した。 

 

  

  

 

 次に、同様の予測を市町村別に行なった。さらに、二次医療圏(都道府県が医療計画の中で設定する

地域単位)ごとに熱中症に起因する救急搬送・病床リスクを評価した。具体的な評価は次の2つを指標

とした。1.医療圏の消防署が保有している救急車の台数（全国消防庁会のデータ5)）のうち熱中症患者

を搬送するために必要な救急車の割合(以下、救急車稼働率)。2.医療県内の病院が所有している一般

病床数のうち入院を必要とする熱中症患者が占める割合(以下、病床占有率)。現在の病床数には厚生

労働省が公開している2018年の一般病床数、近未来の病床数は株式会社ケアレビューが公開している

2040年の地域別必要病床数6)を用いた。対象とする日は医療体制が逼迫する熱中症救急搬送者数が極端

に多い日(99パーセンタイル日)とした。COVID-19が流行する現状、病床数は切迫しており、将来も同

様な問題が生じる可能性があるため、このような調査は非常に意義があると思われる。 

解析の結果、新潟市と熊谷市の近未来の熱中症厳重警戒日（28<WBGT<31）はBaseline(1981～2000

年)とそれほど変わらないものの、近未来の熱中症危険日（31<WBGT）は新潟市ではBaselineの12.6

倍、熊谷市では5.2倍になると予測された。近未来の新潟医療圏および埼玉北部医療圏での熱中症救急

搬送者数は、それぞれ現在の2.1倍と1.9倍になる。近未来のリスクを示す表1.6を見ると、近未来の極

端に搬送者数が多い日では、ほとんどの医療圏で救急車稼働率が30～40%になると予測されている。こ

れは、残りの60～70%の台数の救急車で交通事故や熱中症以外の急病など他の救急搬送を行う必要があ

ることを意味している。また、病床占有率はどの医療圏も3～6%になると予測されている。この数値は

高く見えないかもしれないが、中等症患者の中には一刻を争う症状の人も含まれるので決して無視でき

る数字ではない。埼玉県北部医療圏の病床占有率が高い理由は人口あたりの病床数が他の医療圏とくら

べて低いことに起因する。これは埼玉県全体にもいえる傾向である(図省略)。 

これらの研究結果を各自治体と共有した。行政担当者によると、本研究で予測された近未来の救急

車稼働率は非常に逼迫した状態を意味するとのことである。このことから、近未来においては、熱中症

救急搬送者が救急医療体制へ与える影響は非常に大きいと言える。一方、各自治体からは熱中症救急搬

送者数に加え、救急医療体制へのリスク評価は具体的な適応策の策定のために非常に有益な情報である
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とのフィードバックを受けた。また、救急車の出動回数が増え、臨時で救急搬送に関わる人員を増補す

るのは暑い日と大雪の日の2パターンであるとの情報を提供してもらった。本研究では、こちらから情

報を提供するだけなく、例えば、一回の救急搬送にかかる所要時間のデータや熱中症救急搬送者以外も

含めた救急搬送者数データの提供を受けるなど、自治体から必要な情報やデータの提供を受けること

で、一方的な提言になることなく、双方向のコミュニケーションのもと実施することができた。 

 

表 1.5：モデル都市の医療圏における、極端に熱中症救急搬送者数が多い日(99 パーセンタイル日)の

救急車稼働率と病床占有率。人口は Baseline：1990 年、近未来：2040 年のデータを用いた。気

候変動シナリオは RCP4.5 を使用した。 

 

     

 

４．２．２ 日本全国における熱中症救急搬送リスク 

 次に、前節で開発したリスク評価手法を全国に展開した。気候データセットは西森ほか7)を用いた

（RCP2.6）。その結果、近未来で住民一人一人が熱中症で救急搬送されるリスク（図1.4a)は、全国平

均で現在の約2.4倍になることが分かった。また、都道府県毎の熱中症救急搬送者総数 (自治体から見

たときのリスクに相当、図1.4b)は、全国平均で2.6倍になる。特にリスクが高くなる都道府県は東京

都であり、リスクは4.8倍になる。これは気候変動と人口増加と高齢化が同時進行することによるもの

である。ただし、暑熱耐性が獲得できれば、リスクは大幅に減少することも分かった(図1.4c)。ま

た、エアコンの普及率が低い道県(一般家庭の普及率が80%以下)にエアコンの普及が進んだ場合、北海

道では近未来のリスクはむしろ現在よりも低下する(Baselineの約63.6%になる)ことが分かった(図

1.4d)。本課題により、ライフスタイルの変化は熱中症リスクに対する重要な適応策であることが示唆

された。 

 

図 1.4：現在から近未来までの熱中症救急搬送数の増加率 8)。将来気候データセットは 3)を使用した。

気候変動シナリオは RCP2.6 を選択した。(a)人口動態を考慮しない予測、(b)人口動態を考慮し

た予測、(c)初夏から晩夏と同等の暑熱耐性を獲得していると仮定した予測、(d)エアコンの普及
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などライフスタイルの変化を考慮した予測。灰色に塗られた部分は解析対象外。 

 

 近年、様々な分野で機械学習を用いた予測モデルが開発されている。本研究でも現在および将来の熱

中症予測精度向上を目的として翌日の熱中症救急搬送者数を予測する機械学習モデルを開発した。具体

的には11種類の説明変数セットと5種類のモデル化手法(3種類の統計モデルと2種類の機械学習)を組み

合わせて、東京における翌日の熱中症救急搬送者数を予測する55種類のモデルを開発し、精度を比較

した。対象期間は2010～2019年の10年間である。その結果、6つの説明変数(気温、相対湿度、風速、

日射量、6月1日からの日数、1日前の熱中症救急搬送者数)と一般化加法モデルを組み合わせたものが

本研究では最良の予測モデルとなることが分かった。このモデルは従来の予測モデル(説明変数として

気温、モデル化手法として一般化線形モデルを用いたモデル)と比較して、二乗平均平方根誤差が

52.1%減少した(図1.5)。さらに、説明変数とモデル化手法のそれぞれが予測精度にもたらす寄与を調

べたところ、二乗平均平方根誤差は上記の6つの説明変数を用いたことにより49.7%、一般化加法モデ

ルを用いたことにより14.6%減少したことが分かった。 

 

 

 

図 1.5：2018 年 6 月 1 日から 9 月 30 日までの 1 日の熱中症救急搬送者数 9)。緑線(V1_GAM)：気温と一

般化加法モデルを組み合わせたモデルによる予測。青線(V6_GLM)：6 つの説明変数(気温、相対

湿度、風速、日射量、6 月 1 日からの日数、前日の熱中症救急搬送者数)と一般化線形モデルを組

み合わせたモデルによる予測。赤線(V6_GAM)：6 つの説明変数と一般化加法モデルを組み合わせ

たモデルによる予測。灰色棒：実測値。 

 

４．３ 暑熱による都市災害リスクへの適応 

 現在および将来の暑熱リスクに対して、具体的にどのような適応策を実施すればよいか、またどのよ

うに情報の発信や啓発を進めていけばよいかを検討するため、現地気象観測・高解像度の数値シミュレ

ーションの双方から複数の適応策の効果を比較検証した。 

 

４．３．１ 現地気象観測による暑熱適応策の効果検証 

 本課題では、暑熱観測と96人の被験者実験を実施し、人は15分間という短時間の屋外歩行でも熱ス

トレスを受け、室内に戻った後も１時間程度、仕事・学習能力が低下し、二桁の足し算ですら正答率が

有意に下がることを明らかにした10）。さらには、歩行者の熱ストレスを緩和する暑熱適応策として街

路樹・日傘・ドライミスト散布を取り上げ、これらの熱ストレス緩和効果を暑さ指数観測の結果を用い

て比較評価した11)（図1.6, 1.7）。その結果、街路樹は日射を遮ることで熱中症リスクを1段階下げる

ことができ、日傘は街路樹の68％程度の暑さ指数軽減効果を有することが分かった。一方、ドライミ

スト散布は、風速1 m/s以上の有風時では熱ストレス緩和効果が非常に小さいことも分かった。ドライ

ミスト散布で熱ストレスを緩和するためには、ミストを横からあてる、あるいはミストを連続的に配置

してミストが風に流されても歩行者にあたるようにする工夫が必要であろう。夏に屋外を歩く際に日傘
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を携帯することは、個人で可能な効果的な暑さ適応策であることから、広く推奨することが重要であろ

う。 

 

図 1.6：筑波大学キャンパス内での暑さ指数観測の様子 11)。(a)日傘、(b)ミスト、(c)街路樹、(d)日

向。 

 

図 1.7：夏の晴天日に実施した暑さ指数観測の結果 11)。(a)左から日向・街路樹下・ミスト散布下・日

傘下での暑さ指数、(b)左から街路樹・ミスト散布・街路樹・日傘による暑さ指数緩和効果。 

 

 暑い日に校庭や公園で熱中症になる人がいる。運動会や文化祭などのイベント時に、日除けとしてテ

ントが広く利用されており、校庭や公園には藤棚を利用した日除けも多くあるが、これらの効果はまだ

十分に検討されてはいない。本課題では、藤棚の下、テントの下、直射日光下において、暑さ指数（湿

球黒球温度またはWBGT）を観測し(図1.8)、被験者の生理測定を実施した12)。その結果、藤棚下は直射

日光下より暑さ指数を1段階低下させることが分かった。また、藤棚の緩和効果はテントよりも大きな

ことも明らかとなった。これは、藤棚が日射の大部分を遮り、なおかつ葉面温度が高くならないのに対

して、テントは藤棚より多くの日射を通し、さらにはテント表面の温度を上昇させたためである。アン

ケートの結果からも藤棚下の方がテント下よりも涼しく快適であるという結論が得られた(図1.9)。藤

の花や藤棚はその美しさから景観を向上させ人々に癒やし効果を与えるだけでなく、人々の熱ストレス

緩和にも効果があることから、積極的な設置が望まれる。 

 

図 1.8：筑波大学キャンパス内での暑さ指数観測の様子 12)。(a)藤棚、(b)テント、(c)日向。 
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 これらの研究結果を熊谷市政策調査課へ共有した。熊谷市では、登下校時の熱中症発生リスクを低減

させるための施策として、小学生への日傘配布が検討されており、本実験で示された日傘による熱スト

レス緩和効果は、この施策を進めていく上で非常に有益な情報であるとのフィードバックを受けた。 

 

 

図 1.9：夏の晴天日に実施した暑さ指数観測の結果 12)。(a)左から日向・テント下・藤棚下での暑さ指

数、(b)左から藤棚・テントによる暑さ指数緩和効果。 

 

 
図 1.10：テントと藤棚の表面温度の比較 12)。(a)テントの表面温度、(b)テント表面の写真、(c)藤棚

の葉面温度、(d)藤棚の蔓と葉の写真。 

 

 

図 1.11：被験者に対するアンケート調査から得られた 3 地点での快適感の比較 12)。(a)日向、(b)テン

ト下、(c)藤棚下。 

 

４．３．２ 数値シミュレーションによる暑熱適応策の効果検証 

 筑波大計算科学研究センターで開発中の都市街区気象Large-eddy simulationモデル「City-LES」
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を用いて、熊谷市(熊谷駅周辺)・新潟市(新潟駅周辺)の現在及び将来都市シナリオに基づく都市街区

を対象に、暑熱環境の数値シミュレーションを行い、街路樹・日除け・ドライミスト散布・遮熱性舗装

などの暑熱適応策の効果を検証した。 

 

(A)熊谷市を対象とした計算 

  熊谷市中心部に位置する熊谷駅は、駅舎出口付近にドライミストや遮熱性舗装（高反射塗装）道路

があり暑熱適応策が施行されている。図1.12は、LESで再現された日最高気温（41.1℃）記録起時

（2018年7月23日14:00～14:10）の熊谷駅周辺気温分布と暑さ指数(WBGT)分布である。気温分布を見

ると、日向で気温は41℃程度となっており、駅舎のような大きな建物の影になる領域で気温が低くな

っている。また、駅舎の南口付近や北口付近などのドライミストが敷設されている箇所で局所的に周囲

より0.5～1.0℃程度の気温の低下が見られる。WBGTの分布を見ると、建物の影に入る領域でWBGTが顕

著に低下しているが、ドライミストの効果は気温ほど明瞭でない。この理由として、ドライミストは湿

度を上げるためWBGTの低下効果が小さくなること、ドライミストは主に日陰に設置されているため日

射の遮蔽(建物影)によるWBGTの低下効果が大きくドライミストの効果が顕在化しなかったことなどが

考えられる。  

 

 

図 1.12：現在の熊谷駅周辺の(a)気温分布及び (b)WBGT 分布。 

 

この結果を熊谷市政策調査課と共有し意見交換を行った。その結果、星川エリア(熊谷駅からおよそ

500 m北側)の商店街と共同で暑さ対策に取り組む可能性があること、当該エリアでどのような暑熱対

策が有効なのかの知見が欲しいという意見を得られた。そこで、将来の都市シナリオとして、星川エリ

アを対象に、街路樹やドライミストなどの暑熱対策を施した場合にどの程度の効果が見込めるかを検討

した。シミュレーションによって得られた地上付近の気温分布とWBGT分布を図1.13に示す。現在の気

温分布を見ると、星川エリア周辺は概ね一様に40℃程度であった。これに対して日除け、ドライミス

トを敷設した場合の気温分布をみると、特に星川の南側の道路沿いで明瞭に気温が低下する領域が見ら

れた。次に現在のWBGT分布を見ると、星川の南側の道路に建物の影によるものと思われる低WBGT領域

が見られる。しかしながら、建物の影や木陰に入らない領域では全体にWBGTが「危険」に区分される

31℃以上となっている。一方、将来の気温分布を見ると、暑熱対策を施した星川沿いの南北の道路で

気温が1℃程度低下している領域が見られる。またWBGTも星川南側の道路を中心に、おおまかに0.5℃

の低下が確認された。これらの結果から、星川近くの領域においても日除けやドライミストが暑熱対策

として有用である可能性が示された。ただし、ドライミストの水量は対象領域以外の地域での導入例か

らある程度一般的と思われる量を導入したに過ぎないため、注意が必要である。 
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(B)新潟市を対象とした計算 

 新潟市中心部に位置する新潟駅では、駅舎とその周辺における大規模な再開発を予定している。この

再開発では駅舎の改築のみならず、駅前広場の整備とそれに伴う日除けやドライミスト、街路樹の設置

が計画されている。そこで、現在の新潟駅周辺と将来の(再開発を行った)新潟駅周辺の熱環境の変化

を数値シミュレーションによって調査した。この際、駅舎建て替えに伴う街路樹やドライミストの施工

計画の情報を新潟市環境政策課より提供を受けた。計算対象日時は、新潟において日最高気温の歴代最

高値(39.9℃)を記録した日時に近い2018年8月23日13:30～13:40とした。 

 

 

図 1.13：星川エリアにおける地上付近の(左)気温分布と(右) WBGT 分布。(a)現在の星川エリア周辺の

場合、(b)将来の星川エリア周辺の場合。 

 

 

図 1.14：(a)現在及び(b)将来の新潟駅前における地上付近の気温分布。 

 

  現在及び将来の新潟駅前の地上付近の気温分布をそれぞれ図1.14(a)・(b)に示す。建て替え後の暑

熱適応策を施した領域を見ると、建て替えは全体的に0.3℃程度、顕著な場所では1℃程度の気温低下

をもたらすことが分かる。ドライミストの効果が表れたものと考えられる。一方で、計算領域西側のも

ともと建物があった場所が広場(駐車場)になった領域では、建物の影がなくなり日向になったことで

気温が上昇している。次に、現在及び将来の新潟駅前の地上付近のWBGT分布をそれぞれ図1.15(a)・

(b)に示す。計算領域西側では、新たに樹木が植えられ木陰となった場所以外で顕著なWBGTの上昇が見

られる。これに対して、計算領域中央付近の日除け・街路樹を集中的に施工する予定の領域では、日除

けや街路樹の周辺でWBGTが周囲より低下する領域が見られる。これは日除け・街路樹が日陰を作り出

したことで日射を遮り、暑熱環境を改善させたためであると考えられる。気温の場合と比べてWBGTの

低減効果がわずかである理由は、街路樹や草地、ドライミストの積極的な導入によって湿球温度が上昇
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してしまい、日陰創生によるWBGT低下効果を弱めてしまったためであると考えられる。 

 

図 1.15：(a)現在及び(b)将来の新潟駅前における地上付近の WBGT 分布。 

 

 以上2つの地域のシミュレーション結果から、街路樹や日除け、ドライミストといった暑熱適応策

は、いずれの地域においても気温やWBGTを低下させる可能性があることが確認できた。しかし、その

効果は地域によって異なる。また、同じ地域でも建物の影や地表面の材質などによって異なる可能性が

ある。本研究で実施した空間詳細なシミュレーションはこのような暑熱適応策の効果の評価や施工時の

効果の見積もりに対して有用な情報を提供しうるものと期待できる。 

 

４．４ サブテーマ２・３との連携 

 サブテーマ２及びサブテーマ３と連携し、新潟市・熊谷市の暑熱リスク以外の都市災害リスクについ

ても評価を行った。 

 

図 1.16：新潟市において 30 年間で(a)通報基準 1、(b)通報基準 2 を満たした日数。横軸は Obs.：観

測、Hist.：現在気候、+4K：将来気候である。 

 

４．４．１ サブテーマ２との連携による火災リスク評価 

 サブテーマ２と連携して、気候変動下における都市の火災延焼リスクについて評価した。火災の延焼

には乾燥だけでなく強風も大きく寄与することから、その両方を考慮してリスク評価を行うことが重要

である。火災リスクが高い日の検出には、気象台などから発表される都道府県ごとの「火災気象通報」

の通報基準を用いた。観測・現在気候(d4PDF 過去実験)：1981～2010年、将来気候(d4PDF 4K上昇実

験)：2081～2110年の各30年間のデータを使用し、通報基準を満たす日が何日あるかを算出した。 

 古くから火災の多い地域である北陸地方の新潟市に着目すると、新潟県の通報基準1「日実効湿度

65%以下」及び通報基準2「風速15 m/s 1時間以上継続」を満たした日数は、それぞれ図1.16(a)、(b)

のようになった。ここから、将来気候下では乾燥に伴う火災リスクは現在の2.35倍に増大するが、強

風に伴う火災リスクは現在の0.58倍に減少すると予測された。また、他の都市における火災リスク

は、現在と比べて最大で熊谷市で1.85倍、札幌市で5.31倍、京都市で1.40倍、大阪市で0.90倍となる
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と予測された。これらの結果は平均的な気候変動の影響によるものであり、フェーンなどの効果も加わ

ることで、将来都市における火災延焼リスクはさらに増大する可能性も考えられる。 

 

４．４．２ サブテーマ３との連携による関東平野での降雪・着雪リスク評価 

 サブテーマ３と連携して、気候変動下における関東平野での降雪・着雪リスクについて評価した13)。

関東平野での降雪・着雪は、そこで暮らす人々の生活に大きな影響があることが知られており、その将

来変化についての情報は地方自治体の政策決定者にとって有益である。大規模なアンサンブル実験でシ

ミュレートされた全121、255個の冬季南岸低気圧に対して、それぞれの低気圧が関東平野にもたらす

降雪・着雪の有無を調査した(図1.17)。その結果、将来気候下では、関東平野での降雪・着雪リスク

は大きく減少することが明らかとなった。21世紀中ごろの降雪頻度は年平均0.47回で、現在に比べて

0.70回(58%)減少する。これは、現在では1年に1回程度発生している関東平野での降雪イベントは、21

世紀中ごろには2年に1回程度の頻度で発生することを意味する。この降雪頻度減少の85%は気温上昇に

よるもので、15%は南岸低気圧数の減少によるものであった。また、21世紀中ごろの着雪頻度は年平均

0.09回で、現在に比べて0.84回(90%)減少すると予測された。これは、現在では1年に1回程度発生して

いる関東平野での着雪イベントは21世紀中ごろには10年に1回程度の頻度で発生することを意味する。

この着雪頻度減少の92%は気温上昇によるもので、8%は南岸低気圧数の減少によるものであった。 

 

 
図 1.17：現在(Historical)及び 21 世紀中ごろ(+2K)の冬季における、南岸低気圧の到来頻度。南岸低

気圧を降水の有無(左図)によって分類した 13)。降水を伴う南岸低気圧を降雪の有無(中央図)、

着雪の有無(右図)によって分類した。各図左側は Historical、右側は 2K 上昇実験の結果をそれ

ぞれ示す。図中の数字は 1 年あたりの到来頻度、括弧内の数字は全ての(左図)または降水をとも

なう冬季南岸低気圧(右図)に占める割合。Historical、2K 上昇実験ともにアンサンブルメンバ

ー数は 48 で、解析期間は 1、2、3、12 月。 

 

４．４．３ サブテーマ３との連携による水害リスク評価 

 サブテーマ３と連携して、気候変動下における都市の水害リスクを調査した。新潟市は信濃川・阿賀

野川、熊谷市は利根川・荒川、といういずれも日本を代表する一級河川が市内を流れる自治体であるた

め、豪雨とそれによる河川の増水・氾濫は両市において重大な水害リスクとなりうる。これらのリスク

を評価するため、サブテーマ３の協力のもと、それぞれの市を対象にd4PDF(過去実験及び4K上昇実験)

を使用して、現在気候に対する将来気候の日降水量の増加率を算出した。 

 図1.18のうち、年間の増加率(最左列)を見ると、両市とも将来は現在より平均で15%ほど日降水量が

増加することがわかる。特に、新潟市(図1.18a)は冬季～春季(12～5月)に、熊谷市(図1.18b)は秋季(9

～11月)に降水量の増加が顕著である。このことから将来、新潟市では雪解けによる急な増水、熊谷市

では台風などによる集中的な強雨が、河川の氾濫や水害を引き起こすリスクを高めることが懸念され

る。さらに、新潟市については7月の増加率が前後の6・8月より高いことから、例えば2004年7月13日

の新潟・福島豪雨のような梅雨末期に発生する豪雨による水害のリスクも、将来にかけて上昇する可能
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性がある。 

 

図 1.18：現在気候（Hist.）に対する将来気候（+4K）の日降水量の増加率。(a)新潟市、(b)熊谷市。

横軸は Ann.が年間、01～12 が各月の増加率を示す。 

 

５．研究目標の達成状況 

 熊谷市・新潟市で発生しうる将来の都市暑熱環境悪化の要因を、気候変動・フェーン・ヒートアイラ

ンドの3つの異なる空間スケールの現象に着目して解析した。また、暑熱環境悪化が住民の健康にどの

程度リスクを与えるのかについて評価した。この結果をもとに各自治体と適応策を協議し、自治体から

現在取り組んでいる暑さ対策の情報や意見を提供していただき、それらのフィードバックをもとに自治

体が実施している暑熱対策の有効性を評価した。加えて、サブテーマ２・３と連携し、都市における火

災・洪水・着雪リスクを評価した。都市の暑熱災害に対する適応策の検討において、自治体にとって有

効な知見が得られたという点や、学術的に新しい知見が得られたという点で、本研究課題の当初目標を

十分に達成できたと言えるであろう。本サブ課題の科学的知見と気候変動適応策を提言書としてまと

め、熊谷市・新潟市と共有した。 

 以上の成果のみならず、当初予定していなかった次の2つの成果も得られた。1つ目は、暑熱環境悪

化が住民の仕事・学習能力に与えるリスクを評価したことである。2つ目は、熱中症救急搬送者の増加

が対象自治体の救急医療体制や地域医療圏の病床数に与える負荷を評価し、さらには同様の評価を全国

の自治体に拡大したことである。これらは、当初目標を上回る成果である。 
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Ⅱ－２ 強風に対する都市災害への適応 

国立大学法人京都大学 

防災研究所 教授                 竹見 哲也 

 

［要旨］ 

近畿地方における近年の気象災害の中で顕著な事象であった2018年台風21号に着目し、気象場から

都市街区スケールへダウンスケールし、気象モデルによる擬似温暖化実験と都市街区LESモデルを組み

合わせて、街区スケールで温暖化による強風災害リスクを評価した。d4PDFデータから算出した温暖化

差分を使って擬似温暖化実験を実施し、温暖化時の台風強度変化を評価した。また、軸対称モデルによ

り、温暖化時の台風強化を大気安定度の変化から定量化した。都市街区LESモデルから、建物の立地密

度が相対的に低く建物高さのばらつきが大きい場合に、最大瞬間風速や乱流輸送量が顕著になることが

分かった。この傾向は、安定度が中立から不安定の場合に特に明瞭であることも分かった。これら都市

の強風災害に対する気候変動影響に対する適応策について、大阪市環境局環境施策部及び建設局公園緑

化部、京都市環境政策局地球温暖化対策室と議論し、気候変動適応策への提言としてまとめた。 

 

１．研究開発目的 

近年の極端台風による強風・暴風による被害は、都市域の災害に対する脆弱性を露呈している。地

球温暖化の進行により台風の極端化が懸念されており、気候変動に伴う強風に対する都市域での災害へ

の適応がますます重要な課題となっている。本サブテーマでは、近畿地方における近年の台風災害の中

でも市街地での強風災害に着目し、気象場から都市街区スケールへダウンスケールし、街区スケールで

強風災害リスクを評価する。また、擬似温暖化実験手法を用いて、極端気象現象による外力に及ぼす気

候変動の影響を定量的に評価する。街区スケールへのダウンスケールならびに擬似温暖化実験を組み合

わせ、街区での建物配置など幾何学的形状に応じた最大瞬間風速の出現特性を示し、温暖化による最大

瞬間風速の増速効果を定量的に評価する。これら都市の強風災害に対する気候変動影響に対する適応策

について、大阪市及び京都市の担当者と議論する。 

 

２．研究目標 

都市に影響を与える極端現象を抽出し、気象場から都市街区スケールへのダウンスケール手法を構

築する。近未来に想定される極端現象に対する擬似温暖化実験を実施し、極端現象による強風災害リス

クを街区スケールで解明する。強風災害に直結する最大瞬間風速を定量的に算定し、街区の建物配置な

ど幾何学的形状の影響を評価し、温暖化影響による瞬間風速の増速効果を定量化する。この結果を京都

市・大阪市と議論し、実現可能な適応策を提案する。 

 

３．研究開発内容 

2018年台風21号により、近畿地方を中心として広域で強風災害が発生した。特に、都市域での被害

が甚大であり、台風21号による損害保険支払額は、過去の風水害の中で最も多くなっている。本サブ

テーマ2では、大阪市・京都市を対象とし、過去において強風被害をもたらした極端現象を抽出する。

特に、台風や低気圧については移動経路によって風の吹き方が大きく異なることに留意し、大阪市・京

都市での過去の気象観測データにより強風事例について検討する。抽出された極端現象を領域気象モデ

ルWeather Research and Forecasting (WRF)モデルによるダウンスケール実験により再現し、極端現

象発生時の気象状況を解析する。また、領域気象モデルから都市街区LESモデルに接続するハイブリッ

ドモデルを構築し、気象場から都市街区スケールへのダウンスケール手法を構築する。 

次に、d4PDFデータから現在気候と将来気候のそれぞれの予測実験から温暖化差分を算出し、抽出し

た極端現象の事例に対する擬似温暖化実験を実施する。擬似温暖化実験を過去再現実験と比較すること

で、将来気候条件での極端現象による気象外力が、現在気候からどのように変化するかを調べる。 

都市街区LESモデルを用いて、建物の配置や密集度といった幾何学的形状を表す指標によって、街区
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内の最大瞬間風速や瞬間的な風速の強まり方を定量的に評価する。この都市街区LESモデルによる風速

の評価において、擬似温暖化実験により得られる将来の気象外力変化から、近未来条件での極端現象に

よる強風災害リスクがどのように変化するかを明らかにする。また、サブテーマ1から暑熱の、サブテ

ーマ3から豪雨による都市災害リスクの情報を得て、対象都市における気象災害への適応策を協議する。 

 

４．結果及び考察 

４．１ 強風事例の抽出とダウンスケール実験 

2018年9月に近畿地方を縦断した台風21号により、近畿地方の広範囲で強風が吹き、大阪湾沿岸では

高潮・高波が発生し，都市域では記録的な最大瞬間風速が生じ、建築構造物の被害，樹木の被害，電力

網への被害，交通網への被害、飛散物による被害，さらには関西空港の浸水といった様々な被害が生じ

た。日本損害保険協会の2021年3月31日付資料1)によれば、台風21号により生じた被害に対する各種損

害保険の支払い総額は1兆円を超えており、他の風水害の事象を圧倒している。 

ある特定の地点に着目すると、台風による強風は、その地点の台風中心からの距離に応じて異なり、

このため経路のわずかな違いが風速の違いとなる。台風21号の経路と近い経路を取った台風のうち、

室戸台風・第二室戸台風は近畿地方を中心として各地で強風被害をもたらした。気象官署で保有する長

期間の地上観測データから、近畿地方での強風事例を調べてみた。長期のデータを保有する気象官署で

の風速記録から、表2.1に最大瞬間風速の上位事例をまとめた。京都・大阪での観測史上歴代1位の記

録は、室戸台風により生じたものである。大阪では、1961年の第二室戸台風が第2位、2018年台風21号

による暴風が第3位である。京都では、2018年台風21号による暴風が第2位となっている。表2.1には示

していないが、関西空港では、記録のある2003年以降において、台風21号の通過時に観測史上1位の

58.1 m/sの最大瞬間風速が記録された。一方、神戸では、京都・大阪とは様相が異なる。室戸台風・

第二室戸台風・2018年台風21号は大阪湾を北上し、中心からある程度離れた東側で強風となったが、

神戸は台風の中心近傍に位置しており、これら台風時のものは表2.1の記録には現れてこない。ただし、

神戸での2018年台風21号による最大瞬間風速は41.8 m/sで観測史上第5位の記録であり、暴風が吹いた

ことに違いはない。 

 

表2.1 京都・大阪・神戸における最大瞬間風速の観測上位記録（風速値（単位m/s）及び日付） 

 第1位 第2位 第3位 

京都市 42.1 (1934/9/21) 39.4 (2018/9/4) 36.7 (1965/9/17) 

大阪市 60.0 (1934/9/21) 50.6 (1961/9/16) 47.4 (2018/9/4) 

神戸市 48.5 (1965/9/10) 47.6 (1950/9/3) 45.9 (2017/10/23) 

 

表2.1で示す気象観測記録及び被害状況から判断すると、本サブテーマの強風災害事象として取り扱

うのは、2018年台風21号が適当であると言える。そこで、この台風21号を対象として、解析を実施し

た。 

特に市街地に着目する理由として、市街地ではビル風など都市特有の風が存在するためである。ビ

ルの配置や高さによって、風速の変動幅の大きさ、瞬間的な風の強まり、風の強まりやすい場所など、

風の吹き方に都市の形態の影響が表れる。例えば、建物の高さが一様な場合とばらつきがある場合とで

比べると、高さにばらつきがある場合のほうが風速の変動性が高くなり、上空の高運動量が下方に輸送

されることによって、地面付近で瞬間的に風が強まる現象が発生しやすくなる2)。このことから、突風

率（10分間の平均風速に対する、その10分の間の最大瞬間風速の比）は、自然地形上では1.5程度と見

積もられているが3)、市街地ではその数値を大きく超える場合がある。2009年台風18号通過に伴い東京

都心で生じた瞬間風速値の場合には、突風率が2を超える場合が生じた4)。2018年台風21号の通過時に

生じた近畿地方における最大瞬間風速について調べたところ、突風率が1.5を超える地点が多数あり、

数カ所で2を超える場合もあった5)。このように、市街地では特に瞬間的な風の強まりが顕著である。 

2018年台風21号による瞬間風速の変化について、京都市を対象として調べてみた。気象庁によるデ
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ータを収集したのに加え、大気常時監視網による観測データ（一般環境大気測定局及び気象測定局）を

京都市環境局より提供していただいた。京都市環境局による観測データのうち京都タワーでの観測では

1分毎の平均風速及び最大瞬間風速のデータが取得されていたため、その観測データを突風の分析に使

用した。京都タワーの観測高度は地上高121 mであり、地上付近とは風の吹き方や強さが大きく異なる。

図2.1に京都タワー及び地上気象観測点での平均風速及び最大瞬間風速を示す。地上気象観測点でのデ

ータは、10分間隔での平均風速及び最大瞬間風速である。期間中の最大瞬間風速は、地上気象観測点

（観測高度17.6 m）では39.4 m/sであったのに対し、京都タワー観測では57.6 m/sに達した。また、

図2.1に示した期間中の突風率は、地上気象観測では2.01、京都タワー観測では1.33であった。 

 
図 2.1 2018 年 9 月 4 日 12～17 時の京都における平均風速（Mean）及び最大瞬間風速（Max）の時

系列：京都タワーでの観測（実線）及び気象台での観測（点） 

 

このことから、市街地でも都市キャノピー内部の地上近傍のほうが瞬間的な風の強まり方が顕著で

あることが示唆される。さらに図2.2から、地上での最大瞬間風速値は、高度121 mでの平均風速値と

おおよそ同程度であることが分かる。このことから、上空の強風が下向きに輸送されることで、地上付

近での風が瞬間的に強まると考えられる。 

以上の通り、2018年台風18号による強風の特徴を観測データに基づき示した。次に、領域気象モデ

ルによるダウンスケール実験を実施した。台風など気象場の再現には、領域気象モデルであるWRF6)を

用いた。計算領域は、4.5 km格子幅のDomain 1を設定して日本列島及び周辺の北西太平洋の2500 km×

2700 kmの範囲をカバーし、その内側に0.9 km格子幅のDomain 2を設定して近畿地方を中心とした300 

km×300 kmの範囲をカバーするようにした（図2.2）。モデルの鉛直上端高度は20 hPaとし、鉛直方向

の格子レベル数は56とした。地図投影図法はランベルト図法を用い、モデル地形はGTOPO30から作成し，

土地利用はMODISに基づき分類された土地利用データを利用して設定した。 

 
図 2.2 計算領域 Domain 1 (D01)及び Domain 2 (D02)。異なる計算開始時刻からのシミュレーショ

ンによる台風経路をカラーで、観測データ（気象庁ベストトラック）を黒の実線で示す。 

 

ここではまず、台風経路の相違によって、ある地点（ここでは大阪市の観測地点とする）において
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どのように風速に違いが表れるかについて検証した。台風経路の違いは領域気象計算の初期の値をずら

すことで実現する（図2.3左）。その結果、大阪市内のある点における風速は被害をもたらした観測値

を中心に弱いものと強いものに分かれた（図2.3右）。この結果はわずかに異なる台風経路をたどった

場合に、より甚大な被害を及ぼした可能性があることが示唆される。 

 
図 2.3 （左）2018 年台風 21 号の経路がわずかに異なるようにした各種実験における経路と（右）

各実験における大阪での最大強風。 

 

図2.3の結果から、2018年台風21号のように、台風が南西方向から近畿地方に接近し、大阪湾西側を

通過し、近畿地方に上陸するコース（室戸コース）の場合、近畿地方で暴風リスクが高まるということ

が確認できた。この「室戸コース」の中でも、コースのわずかな違いで、大阪市や京都市などでの最大

風速が10 %内外で変わることに留意する必要がある。こういった台風経路による風速のばらつきは、最

悪シナリオを想定する上では大事な観点であると言える。 

 

４．２ 気象場から都市街区スケールへのダウンスケーリング 

都市域における街区規模の風を計算するためには、ビルや住宅、道路、公園といった都市の幾何学

的構造を数値モデルに取り込む必要がある。このため本研究では、実際の都市の構造物の地理情報デー

タとして国際航業（株）による3D空間データPAREA-LiDARを用いた。このデータは、2 m分解能で、都

市におけるビルや構造物の3次元情報から成るものであり、京都市及び大阪市のデータを収集した。こ

の3次元空間データにより都市街区LESモデル7), 8), 9)の下面境界に実際の建物形状を陽に設置した。 

図2.4は、京都市内のうち、京都駅・京都タワー・西本願寺などを含む南北3 km・東西2 kmの範囲で

の建物高さの空間分布を示す。高分解能データにより、実際の建物形状がLESモデルで設定されている

ことが分かる。以下に、図2.4で示される範囲でのLESモデルによる気流の解析結果についてまとめる。 

 
図 2.4 都市街区 LES モデルで与える京都市内の建物の高さ。横軸（𝑥𝑥軸）は南北（右側が北）、縦

軸（𝑦𝑦軸）は東西（上側が西）を示す。 

 

2018年台風21号の通過に伴い、京都市内でも観測史上歴代第2位の最大瞬間風速が記録された（表

3.1）。このときの卓越風向は南風であったため、この条件を想定し、都市街区LESモデルによる気流
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のシミュレーションを実施した。図2.4に示す範囲には、京都タワーも含まれている。図2.1に示した

通り、京都タワーで観測された時間変動から、風には数分から数十分程度のゆらぎ（乱流）があり、突

風においては乱流成分の寄与を無視できないことが分かる。このことからも、都市街区内での気流の変

動を陽に表現するためには、建物と乱流の両方を表現するLESの手法が必須であることが分かる。 

 
図 2.5 京都市街地の図 2.4 で示した解析対象領域での地上における最大瞬間風速の分布。境界層上

端高度𝑧𝑧∞での平均風速値で規格化して示す。 

 

図2.5は、LESの計算時間内で見られた計算メッシュ毎の瞬間的な風速変動のうちの最大値の分布を

示す。ここで風速値は、シミュレートされた乱流境界層の上端高度（約330 m）𝑧𝑧∞での平均風速（基準

風速）に対する比として示した。つまり、数値が1に近いほど上空の風に近い風速を意味する。この図

から、0.7程度を超える場所が多数分布していることが分かる。このような強風は、高層ビルと中低層

建物が混在する場所、公園・広場など開けた場所、卓越風向である南北方向に延びる大通りといった場

所で生じていることが分かる。この傾向は、大阪市街地を対象とした解析結果10)と合致したものである。

京都タワーでの観測（図2.1）によれば、台風21号の接近時において、最大瞬間風速が57.6 m/s、10分

平均風速の最大が39.7 m/sもの暴風が吹いていた。このことから、図2.5で示す風速値を実風速に換算

すると、場所によっては気象台観測点での最大瞬間風速値（表3.1）を大幅に上回る暴風が吹いていた

と考えられる。 

図2.6に、最大瞬間風速値の建物密集度に対する依存性を示す。密集度が低いほうが瞬間値は高くな

る傾向があることが分かる。これは、図2.5で示す風速値の高い場所が、高層ビルの周辺部、大通り沿

い、公園等広場といったように、密集度が他と比べて低いことと対応している。計算対象とした範囲で

は、さらに密集度が低い街区はないものの、仮に密集度がさらに下がると、逆に瞬間値は下がると考え

られる。密集度が下がると、上空からの強風の吹きおろし効果などが低減するためである。このような

ことから、密集度が低くも高くもないという中程度の場合において、暴風リスクが最も高くなるのであ

る。 

 
図 2.6 京都市街地での最大瞬間風速の建物密度依存性 
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図 2.7 大阪市内における解析対象の拡大 

 

次に、大阪市内の広範囲において、街区の形状と強風との関係についてLESモデルにより解析した。

図2.7は、大阪市内の解析対象地域である。図2.7に示したA～Dの地域における地上での最大瞬間風速

について、図2.5と同様の水平分布を図2.8に示す。図2.5で示した京都市街地内での特徴と同様に、卓

越風向である南風の方向に沿った南北の大通り沿い、高層ビル周辺地域において風速値が大きいことが

分かる。また、大きな河川でも大きな最大瞬間風速が算出されている。 

 
図 2.8 図 2.7 で示した大阪市街地の解析対象領域 A～D における最大瞬間風速の分布。図 2.5 と同

様に、境界層上端高度で規格化している。横軸（𝑥𝑥軸）は南北（右側が北）、縦軸（𝑦𝑦軸）は

東西（上側が西）を示す。 

 

以上の結果は、大気の成層状態（大気安定度）は中立を想定していた。このことにより、大気安定

度の影響を除外して、建物高さや配置といった都市の幾何学的な地表面形状に焦点を当てて、都市にお

ける最大瞬間風速の分布を調べてきた。一方で、実際の気象場の安定度は大きく変化する。例えば、気

候変動に伴い大気安定度も平均的に変わっていくことが予測されていることから、安定度が強風場に及

ぼす影響も考慮する必要がある。そこで、大阪市の市街地を解析対象とし、実際に市街地内で吹くと想

定される風が、建物の高さ分布や密集度合い応じてどのように変わるかに着目し、これらに及ぼす大気

安定度の違いの影響を解析した。 

市街地建物分布の幾何学的特徴を定量化するため、建物平均高さ、建物高さ変動の標準偏差、建物

面積密度などの指標により評価した。水平格子幅2 mでのLESの計算負荷は極めて大きいことから、南

北3 km（主流方向）・東西1 km（スパン方向）の範囲の大阪市内のある１地区を解析対象とした（図

2.9）。なお、鉛直高度は500 mまでとした。この解析対象領域の中で、250 m四方の範囲で各幾何学的

指標を算出し、市街地の幾何学的形態と風速変動との関係を調べた。安定度の設定には、上端高度での

温度を300 Kとし、地上温度（上端高度での温度差∆𝑇𝑇）を7通り（∆𝑇𝑇 = −12,−8,−4, 0, +4, +8, +12）に変
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化させ、温度の高度分布を線形とした。 

 
図 2.9 異なる安定度に対する数値実験で対象とした街区と建物高さ分布 

 

本解析においては、市街地の幾何学的形態と風速変動に係る物理量との関係を調べた。風速変動に

係る物理量として、gustiness（突風強度）と称し、次式で定義した物理量について調べた。 

 

また、市街地の建物配置や密度、建物高さといった都市の幾何学的形状を表現するパラメタとして、次

のような指標11), 12)を用いた。 

 

これら都市幾何学的パラメタの違いによって gustiness がどのように変化するか、また安定度が異

なる場合の gustiness の変化具合がどのように変わるのかについて整理する。なお、図 2.9 で示した

大阪市内の街区における上記の都市幾何学的パラメタの数値分布を図 2.10 に示す。これらの数値の分

布は、世界の様々な都市の場合に見られる数値 11)をおおむねカバーしている。言い換えると、多様な

幾何学的パラメタが見られる街区として図 2.9 を選定した。 

 
図 2.10 解析対象領域（図 2.9）における都市幾何学的パラメタの数値の分布 

 

最初に、安定時∆𝑇𝑇 = −4と不安定時∆𝑇𝑇 = +4の計算結果から、乱流運動エネルギー（TKE）・レイノル

ズ応力・熱の鉛直フラックスの分布を示す（図2.11）。これら乱流統計量は、不安定時の場合のほう

が、より大きな値となっていることが分かる。不安定時の場合には、熱による乱流生成が活発となり、
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乱流強度や乱流に伴う輸送量が大きくなるのである。 

 

 

 

 
図 2.11 地上高 10 m における（上段）乱流運動エネルギー・（中断）レイノルズ応力・（下段）熱の

鉛直フラックスの水平分布。左列は安定時∆𝑇𝑇 = −4、右列は不安定時∆𝑇𝑇 = +4。 

 

図2.12に、建物の立地密度（𝜆𝜆𝑝𝑝）に対する地上高10 mでの突風強度のうち上端高度での平均風速で

規格化した最大瞬間風速の関係を示す。異なる安定度条件∆𝑇𝑇 = −8,−4, 0, +4, +8の5つの場合について、

この関係性を表示している。すべての安定度の場合において、建物密度が低くなるほど最大瞬間風速が

強くなる傾向があることが分かる。また、不安定になるほど、建物密度に対する最大瞬間風速の強まり

方が大きくなる。また、建物立地密度が低い範囲において、高い範囲に比べて、この強まり方が大きく

なることも分かる。 

 
図 2.12 異なる安定度条件での建物立地密度（𝜆𝜆𝑝𝑝）に対する突風強度（規格化した最大瞬間

風速）の依存性。それぞれの安定度条件は、赤色系（∆𝑇𝑇 = −8）、緑色系（∆𝑇𝑇 =
−4）、青色系（∆𝑇𝑇 = 0）、紫色系（∆𝑇𝑇 = +4）、赤・緑・青（∆𝑇𝑇 = +8）で示す。 

 

次に、建物高さのばらつき（𝜎𝜎𝐻𝐻）に着目する。理想化した建物配置のLES数値解析において、建物高

さのばらつきが多くなるほど、鉛直方向の運動量輸送が大きくなるなど、乱流輸送がより顕著になるこ

とが分かっていることから8)、本解析で対象とした実在都市の場合において建物高さのばらつきに対す

る感度を見てみることにする。図2.13に、異なる安定度条件∆𝑇𝑇 = −8,−4, 0, +4, +8の5つの場合について、



 

29 

2-1905 

建物高さのばらつきに対する突風強度の変化具合を示す。高さのばらつきが大きいほど、突風が強くな

り、この傾向は不安定時により顕著であることが分かる。 

 
図 2.13 図 2.12 と同じ、ただし建物高さのばらつき（𝜎𝜎𝐻𝐻）への依存性 

 

本解析で調べた異なる安定度条件∆𝑇𝑇は、バルクリチャードソン数によって表現することができる。

突風強度の各指標について、バルクリチャードソン数に対する依存性として整理した関係性を図2.14

に示す。バルクリチャードソン数は、負の数値が大きいほどより不安定、正の数値が多いほどより安定

であることを意味する。突風強度として、風速の最大値、乱流運動エネルギーの最大値、運動量フラッ

クスの最大値、熱フラックスの最大値を示している。いずれの突風強度パラメタについても、安定側で

は安定度に対する感度は顕著ではなく、一方、中立から不安定側では不安定になるほど突風強度が大き

くなるというように安定度に対する感度は鮮明である。図2.14の結果から、境界層の安定度が中立か

ら不安定になるほど、最大瞬間風速や鉛直方向の乱流輸送量といった突風に係る物理量が大きくなるこ

とが分かった。このことから、都市の高温化が進行すると突風が強まる傾向にあることが示唆される。 

 
図 2.14 バルクリチャードソン数に対する突風強度の依存性 

 

４．３ 擬似温暖化実験による温暖化影響評価 

2018年台風21号は、仮に温暖化した気候条件では、強度や強風ハザードはどのように変化するのか、

ということを明らかにするため、WRFモデルを用いて擬似温暖化実験13),14),15)を行った。温暖化差分は、

d4PDFデータセット16)の過去実験と将来実験それぞれの9月のアンサンブル平均値から作成した。これ

までの擬似温暖化実験による解析15),17)に基づき、海面水温及び気温の差分のみを対象とする台風21号

の解析場に加算した。図2.15に、台風の発達域である東経130～140度・北緯10～20度の範囲で平均し

た9月の気温の温暖化差分の鉛直分布を示す。 

図2.16は、2018年9月の再現実験による台風の経路、擬似温暖化実験での台風経路、ベストトラック
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データによる経路を示す。再現実験・擬似温暖化実験ともに、おおむねベストトラックを再現できてい

る。 

気象モデルの地表面条件は、本研究のLESで用いたような実際の都市の建物や構造物を陽に表現する

ことはできないことから、地表面から離れた高度で台風の風速場を見てみる。図2.17は、850 hPa面で

の風速場を再現実験及び擬似温暖化実験の結果から示す。擬似温暖化実験の場合において、風速が全般

的に強くなっていることが分かる。擬似温暖化実験から再現実験を引いた差を見ると、特に最大風速半

径付近において、温暖化条件で風速が10 m/s程度、最大で20 m/s程度も強まっている。 

つまり、この台風21号の強度は、2018年9月の実際の気象場が4℃上昇した温暖化したと想定すると、

中心付近の最大風速としては10～20%程度強まる、ということである。この温暖化時の強度変化は、伊

勢湾台風の擬似温暖化実験（温暖化シナリオはRCP8.5）で得られた結果18),19)と同程度である。したが

って、2018年台風21号クラスの強度の台風が、「室戸コース」の経路を取った場合、その気象外力の

強化に応じた災害リスクの増大が懸念されるのである。 

 

 

 
図 2.15 d4PDF による台風発達域の 9 月で

平均した気温の温暖化差分の鉛直分布 

 図 2.16 2018 年台風 21 号のベストトラックによ

る経路（黒）、再現実験（青）、擬似温暖

化実験（赤） 

 

 
図 2.17 再現実験（左列）及び擬似温暖化実験（中央列）による 850 hPa での風速場（ベクトル）

及び風速値（カラー）、温暖化による風速差。大阪最接近時（下段）とその 1 時間前（上

段）。 

 

本研究の擬似温暖化実験では、海面水温と気温の温暖化差分を過去の気象場に加算している。この

ように温度場のみに着目していることから、大気安定度の変化に応じた台風の強度変化はどうなるのか

というように問題を一般化することができる。そこで、温暖化気候場を想定し、対流圏の気温減率や対

流圏界面高度を様々に変化させた感度実験を実行することで、より広範囲のパラメタ空間において台風

強度の変化を把握することが可能となる。一方で、大多数の感度実験を実施するには、完全3次元モデ

ルでの現実場の条件でシミュレーションすることは極めて困難である。そこで、台風が軸対称的な構造
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を持つことに着目し、軸対象モデルによって台風の最大発達強度をシミュレーションすることが有効で

ある。 

この考えにより、軸対象モデルを用いて、対流圏の気温減率や対流圏界面高度を様々に変化させた

感度実験を実施した20)。その結果を用いて、気温減率と圏界面高度という広範囲のパラメタ空間におい

て、2018年台風21号の再現実験と擬似温暖化実験を位置づけ、台風の強度変化のロバストな特徴を示

す。 

図2.18は、気温減率・圏界面高度のパラメタスィープ実験で得られた台風の最大発達強度を示す。

海面水温を303.5 K（過去の急発達台風の場合の急発達した海域での平均海面水温）にした場合は図

2.18左、海面水温をさらに3 K上昇させた場合は図2.18右に示している。地上での気温はすべての実験

で一定としている。まず海面水温を303.5 Kにした場合、同じ圏界面高度では、気温減率が大きくなる

ほど台風強度が増大することが分かる。一方、同じ気温減率では、圏界面高度が上がるほどに強度は上

昇傾向にあるもののあまり明瞭ではない。海面水温を3 K加算した場合では、気温減率や圏界面高度の

変化に対する台風強度は、同様に変化するが、やや不規則なパターンも見られる。 

d4PDFデータから、過去実験の9月の平均的な対流圏での気温プロファイルを調べると、気温減率は

6.5～6.6 K/km、圏界面高度15～15.5 kmである。一方、将来実験の9月の平均場は、気温減率は6.3 

K/km程度、圏界面高度は15.5～16 km程度である。これらd4PDFによる大気場を図2.18のパラメタ空間

で見ると、台風強度は過去の9月条件で68 m/s程度、将来の9月条件で72 m/s程度である。一方、2018

年9月の気温場の条件は、気温減率は6.3 K/km、圏界面高度は15 kmであったため、図2.18のパラメタ

空間では64 m/s程度の強度に対応する。2018年台風18号の環境場とd4PDF将来気候の気温場を比べると、

気温減率はやや下がる程度（図2.19）で、海面水温の上昇が大きいため、結果として最大発達強度は

強化されると考えられる。このように、理想化した軸対象モデルによる数値実験ではあるものの、温暖

化条件では、気温減率の低下に伴う台風の弱化作用と海面水温上昇に伴う台風の強化作用の両者の拮抗

により台風の最大発達強度が決まること、両者の拮抗した効果の結果として台風強度は増大すること、

が理解できる。以上のことから、理想実験からも、温暖化条件で台風の最大強度は増大することは確実

であると言える。 

 

 

 

図 2.18 軸対称モデルによる数値実験から得られた台風の最大発達強度

（𝑉𝑉𝑚𝑚）：（左）気温場のみ変化させた場合、（右）海面水温（+3 K）

と気温場を変化させた場合。横軸は対流圏界面高度（𝐻𝐻𝑡𝑡）、縦軸は対

流圏の気温減率（Γ）。横軸の上の数値は気温減率変化に対する強度変

化の割合、縦軸の右の数値は圏界面高度変化に対する強度変化の割

合。 

 図 2.19 2018 年台風

18 号、d4PDF 過去実

験 （ HPB ） 、 d4PDF

将来実験（HFB 系）

の気温プロファイル 

 

４．４ 街区スケールでの強風リスク評価 

4.2節での都市街区スケールでの強風シミュレーション、4.3節での台風強度の温暖化影響評価に基

づき、街区スケールでの強風リスクを本節で評価する。 
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まず、4.2節で述べた通り、境界層の安定度に応じて突風強度は変化する。そこで、d4PDFデータか

ら、近畿地方の領域（東経134～137度・北緯33～36度）における対流圏下層（1000～850 hPa）での温

位の鉛直変化率を表2.2にまとめる。2018年台風21号が近畿地方に上陸した9月で見ると、過去実験で

も将来実験でも温位変化は大きく変わらない。すなわち、対流圏下層に限ってみれば、気候場としては

安定度の変化は顕著ではない。 

 

表2.2 d4PDFデータセットによる近畿地方での8～10月の1000～850 hPaの月平均温位の鉛直変化率 
 HPB HFB_CC HFB_GF HFB_HA HFB_MI HFB_MP HFB_MR 

8月 4.920 5.161 5.099 5.099 5.079 5.161 5.124 

9月 4.728 4.921 4.975 4.882 4.856 5.118 4.985 

10月 4.590 5.11 4.991 4.754 4.890 5.329 5.197 

 

次に、4℃上昇温暖化時の台風としては、軸対象モデル感度実験から最大発達強度が5%程度増加、擬

似温暖化実験から上陸時に10～15%増加することから、市街地への気象外力は10%程度増加すると言え

る。上述の境界層の安定度変化は顕著ではないことと組み合わせて考えると、市街地の暴風のリスクと

しては10%程度の増大が見込まれる。 

2 m解像度の都市の建物データから、都市の幾何学パラメタを500 m四方の範囲で算出し、大阪市・

京都市におけるいくつかの街区を例に取り、暴風リスクの相対的に高い街区・低めの街区を提示する。

図2.20及び図2.21はそれぞれ、大阪市・京都市の街区における暴風リスクの特徴を示す。建物の立地

密度はそれほど高くなくとも建物高さのばらつきが大きい場合に暴風リスクが高く、建物立地密度が高

いものの建物高さのばらつきが小さい場合には暴風リスクは相対的に低くなる。このように、建物デー

タから、ある特定の街区の暴風リスクを診断することが可能となるのである。 

 

 

 
図 2.20 暴風リスクが（左）比較的低い街区

（JR 野江駅西側）と（右）高い街区（西

梅田南側） 

 図 2.21 暴風リスクが（左）比較的低い街区

（京都御所南側）と（右）高い街区（京

都駅周辺） 

 

４．５ サブテーマ１・３との連携 

４．５．１ サブテーマ１との連携による暑熱リスク評価 

サブテーマ1と連携し、都市の暑熱環境の解析や暑熱リスクの評価を実施した。 

都市の暑熱環境を決定する上で地面や物体表面など表面温度は鍵となる。また、表面温度は、熱効

果を取り入れた都市街区LESモデルにおける境界条件としても重要である。そこで、都市における表面

観測をサーモカメラ搭載のUAV（図2.22）により2019年9月に京都大学防災研究所宇治川オープンラボ

ラトリー（京都市伏見区）において実施した。UAVを鉛直方向に飛翔させ、京都市街地の熱赤外画像を

撮影し、表面温度を算出した。観測は、弱風かつ晴天であった3日間、1日3回（10時、13時、15時）実

施した。 

図2.22に2019年9月17日の13時に実施した観測で得られた表面温度分布を示す。建物屋根面・壁面や

道路部分では高温、植生面は比較的低温であり、人工構造物の表面は一様に高温状態にあることが分か

る。 

これら市街地での表面温度観測に基づき、サブテーマ1と連携しながら都市街区LESモデルにおける

温度条件を考案し、4.2節で述べた大気安定度変化が突風強度に及ぼす影響の定量化研究を実施した。 
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図2.21 サーモカメラZenmuse TX2搭載のDJI M200：（左）組み立て後、（右）計測地点でセット。 

 

    

  
図2.22 UAVによる（左列）可視画像と（右列）赤外画像。（上段）鉛直直下、（下段）京都市街

地。 

 

４．５．２ サブテーマ３との連携による豪雨リスク評価 

サブテーマ3と連携し、d4PDFデータを用いた擬似温暖化実験による豪雨リスクを評価した。 

図2.23は、2018年台風21号による雨量が4℃上昇の温暖化シナリオでどのように変化するかを示して

いる。擬似温暖化実験での温暖化差分はd4PDFを用いた。大阪市、京都市を含む近畿地方の都市域にお

いて、温暖化により雨量が増加することが分かる。 

さらに、日本全国をいくつかの地域に分割し（図2.24左）、地域毎に豪雨災害をもたらす極端降水

が気温に対してどのような関係にあるかを調べた。図2.24右は、地域毎に気温と極端降水との関係を

過去実験と将来実験から求めた。将来気候での温度上昇に対応して、極端降水の強度が増加することが

分かる。近畿地方を含む西日本域（WP）では、将来の豪雨リスクの増大が顕著であることが分かる。 

 
図2.23 2018年台風21号の再現実験（左）及び擬似温暖化実験（中央）による積算雨量、および温

暖化による雨量増分（右） 

 



 

34 

2-1905 

 

 
図2.24 d4PDFによる極端降水の温度に対する関係。（左）解析地域の分割、（右）解析結果：赤線

はAPHRODITE観測値、青線は過去実験（水色はアンサンブル）、紫線は将来実験（薄紫はアンサンブ

ル）。 

 

５．研究目標の達成状況 

近畿地方の都市として大阪市と京都市を対象として、強風災害をもたらした事象として2018年台風

21号を選定し、気象場から都市街区スケールへダウンスケールする手法を構築し、擬似温暖化実験を

組み合わせることで、街区スケールで強風災害のリスクを評価することは、目標通りに成果を得た。最

大瞬間風速などを定量的に算出し、建物配置や建物高さのばらつきなど都市の幾何学的形状が最大瞬間

風速など乱流指標に及ぼす影響を評価し、温暖化による最大瞬間風速の増大なども定量化することがで

きた。 

これらの成果に基づき、強風に対する気候変動適応策について大阪市環境局環境施策部及び建設局

公園緑化部、京都市環境政策局地球温暖化対策室と協議した。大阪市においては沿岸・河川・内陸部で

特徴的な適応策や温熱環境に関連した強風リスク、公園樹や街路樹管理への気候変動適応の考え方につ

いて、京都市においては区域毎に建物高さの上限を定めた「京の景観ガイドライン」を考慮した強風災

害への適応について意見交換し、気候変動適応に関する提言書としてまとめ、両市に提出した。また、

京都市環境影響評価審査会において京都市内で進む再開発によるビルの大規模化や高層化に伴う風害リ

スクについて答申書で指摘し、大阪市環境局大気汚染発生源調査検討委員会において都市の風環境に配

慮した大気汚染常時監視網の適正配置について意見するなど、本研究の知見に基づき自治体の環境行政

に貢献することができた。さらに、本研究成果のうち都市街区LESの計算結果を環境省事業「令和3年

度気候変動による災害激甚化に関する影響評価業務」に提供し、国レベルでの適応策の議論にも貢献す

ることができた。これら環境行政への貢献は、当初目標を上回る成果である。 
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Ⅱ－３ 豪雨豪雪に対する都市災害への適応 

 

国立大学法人北海道大学  

大学院理学研究院 教授      稲津 將 

 

［要旨］ 

札幌市を対象とした豪雨・豪雪事例を参考に、観測データ、d4PDFを中心とした既存の気候変動デー

タ、及び高解像度シミュテーションによって、都市災害を起こしうるハザードの可能性及び気候変動に

伴うその変化を現象ごとの特性に応じて整理し、その研究結果を北海道地域気候適応センターはじめと

する地方自治体と共有し、適応策を協議した。札幌における夏季豪雨事例は主に台風か線状降水帯によ

って起こることが整理され、うち線状降水帯で都市河川が氾濫した事例について河川モデリングによっ

て水位を計算した。その結果、気候変動で同事例が起こったときには氾濫の程度が大きいこと、また昨

秋竣工した放水路トンネルによって気候変動下でも被害が軽減されることが分かった。一方、札幌にお

ける冬季豪雪事例は主に北風系・西風系で起こることが整理され、気候変動下、西風系が北風系よりも

卓越することが分かった。その結果、札幌市北部における除雪は、市全体の豪雪よりも高頻度になるこ

とが推察された。サブテーマ１と連携し、札幌市の暑熱環境が福岡市程度になること、都市LESにより

緑地帯がクールアイランドとして機能することが示された。サブテーマ２と連携し、街区が類似してい

る札幌市における強風のリスクを整理し、吹き溜まりを診断できるモデルの開発を行った。地方自治体

との対話により、気候変動適応を現在の行政方針の文脈で理解することがなされ、必要に応じて追加の

研究を実施した。 

 

１．研究開発目的 

気候変動によって激甚化する極端気象に対し、人口と資産が集積する都市は脆弱である。このリス

クに適切に対応するため、高度な科学的知見に基づいた気候変動に伴う都市災害への適応が求められて

いる。本研究課題では、気候変動適応法の精神に即し、かつ地方公共団体の実務に貢献するべく、研究

課題を気候変動に対する都市災害への適応に着眼した。 

サブテーマ３の目的は、豪雨豪雪という現在から近未来の都市災害に直結する気象に着目し、札幌

市に対して都市災害リスクを評価することである。また、そのリスク評価に基づき、具体的な適応策を

札幌市・北海道庁の担当者と協議する。 

 

２．研究目標 

札幌市における既往上位５０例の豪雨豪雪事例を参考に、d4PDF 5km解像度の力学的ダウンスケーリン

グデータ７５０年分から札幌市で起こりうる夏季豪雨事例と冬季豪雪事例を抽出し、それらがどの程度

の確率で激甚化し、都市災害をもたらすのかを最大可能性として評価する。また、その結果を札幌市に

協議し、実現可能な気候変動適応策を提案する。 

３．研究開発内容 

これまでの観測データ、既存の気候変動データd4PDFを用いて、札幌市における豪雨豪雪をもたらすハ

ザードを検出し、ハザードと大規模な気象との関係を明らかにする。このため必要に応じて、さらに高

解像度の力学的ダウンスケーリングを実施する。札幌市における豪雨ハザードの原因を、温帯低気圧や

台風のような大規模場と、線状降水帯のような局所的な現象とに分類する。また、札幌市内の都市河川

に対して及ぼす影響を擬似温暖化の手法によって評価する。これは年最大時間降水量の確率評価を行

い、既存の雨量と流量の関係性から、札幌市内の河川氾濫リスクを分析するものである。 同様に、豪

雪ハザードを天気図パターンの分類によって明らかにする。これまでの研究でよく知られている風向き

にともなう豪雪地帯の降雪・積雪・吹雪・吹き溜まりに着目する。吹雪の評価のため、1 km解像度の

ダウンスケーリング計算を実施し、吹き溜まりの評価のためLESを開発する。一方、札幌市における既
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往の積雪深データや除雪記録と対照し、札幌市内の区域における豪雪リスクを評価する。 

 サブテーマ１から暑熱環境研究に関する知見を、サブテーマ２から強風研究に関する知見を共有し、

札幌市に当てはめたときのリスクを分析する。とくに、暑熱環境に伴う熱中症リスク、現状では極めて

稀な台風に伴う倒壊リスク、豪雨に伴う氾濫リスク、及び現状でも頻発する豪雪リスクが近未来でどの

ようになるのかに着目して分析する。 

 以上の気候変動に伴う札幌市の都市災害リスクの情報は、研究成果を逐次、北海道庁及び札幌市と共

有し、気候変動適応策を協議する。 

 

４．結果及び考察 

４．１ 豪雨に対する都市災害リスク 

d4PDF 20kmデータ1)及び既存の5 kmダウンスケーリング計算2)から、札幌で豪雨をもたらすハザード

のうち、天気図スケールとの関係が大きいものを低気圧追跡法3)とクラスター分析を組み合わせること

で検出した。気候変動時に台風の個数が少なくなることはすでによく知られている4)が、北海道に到達

したときの中心の位置によって、豪雨の起こりやすさが異なることを突き止めた。とくに、都市域であ

る札幌での天気図スケールと関係した豪雨は、北海道南西部に台風の中心があるときだった。さらに、

この豪雨は全球4K上昇時、札幌の豪雨イベントにおける降水量を倍増させることが分かった(図3.1)。

なお、温帯低気圧の個数とそれに伴う雨量の変化は、台風に比較すると小さかった5)。 

 

 

図 3.1：(a) 北海道の豪雨イベントと連関する海面気圧分布のクラスターの一つ。等値線は海面気圧(4 

hPa ごと)でカラーはその偏差(図下のカラーバー, hPa)である。(b) (a)のクラスターのときに

生じた d4PDF 過去実験の 5 km 力学的ダウンスケーリングデータにおける豪雨の分布図。カラー

バーは図下に示した通りである。(c) (b)と同じ、ただし、d4PDF 4K 上昇実験の結果。 

 

次に、札幌で豪雨をもたらすハザードのうち、天気図スケール以下のメソ対流系、とくに近年着目

される線状降水帯を考察した。汎用領域気象モデルSCALEを使った1 km解像度力学的ダウンスケーリン

グ計算によって、過去の気象データを正確に与えれば、線状降水帯がおおよそ再現されることがわかっ

た。しかしながら、位置のわずかなずれや、線状降水帯上における降水量の過小評価など、計算結果を

札幌市内の都市河川のリスク分析に利用することは難しい。 

そこで、本研究では、サブテーマ２で実施している擬似温暖化実験を河川モデルに適用することと

した。本研究では札幌市内での脆弱河川として住宅街を流れる望月寒川(図3.2)を対象とし、簡易な集

中型河川流出モデル（多段タンク）を開発した。また、氾濫事例として札幌市周辺で線状降水帯が出現

し、豪雨をもたらした2014年9月11日の事例を扱うこととした。まず、d4PDF過去実験・4K上昇実験に

おける統計分布から、札幌の夏季における上位1%降水は将来、1.44倍となることが分かった(図3.3)。

このことから、当該事例がもし温暖化時に起こったとすると、降水量は事例においてどの時間も一律

1.44倍となる仮定した。開発した河川モデルは、事例で観測された雨量を入力値にして水位を再現す
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るように、パラメタを最適化した(図3.4a)。このシステムを利用して、擬似温暖化実験を実施したと

ころ、氾濫危険水位を大きく超えた(図3.4b)。 

また、望月寒川は現状においても度重なる水害に見舞われている。その対策として上流部分に放水

路トンネルが建設され、昨秋、竣工した(図3.2)。そこで、放水路の効果を入れて事例における実験を

実施したところ、氾濫危険水位を下回る結果となった。さらに、放水路の効果を入れた擬似温暖化実験

でも、氾濫の程度が大きく抑えられることとなった6)。この結果は、河川を管轄する北海道庁建設部河

川砂防課と共有し、現在の災害に対する対応が気候変動適応策となる一例として認識された。 

 

 

図 3.2：(a) 北海道における札幌市の位置と(b) 札幌周辺のアメダス気象観測点。(c；黒枠) 望月寒川

流域の範囲と(色付)河川モデルで対象とした範囲。桃色は、放水路トンネルによって、過剰な降

水が分流される範囲を示す。緑点と緑枠にて水位観測点の位置と写真、紫点線と紫枠にて放水路

トンネルの位置と写真を掲載した。 

 

 

図 3.3：d4PDF (a)過去実験及び(b)4K 上昇実験の 5 km 力学的ダウンスケーリングデータにおける札幌

近傍グリッドの時間降水分布。 
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図 3.4：(a) 2014 年 9 月 11 日における望月寒川観測点で観測された(上実線)降水量と(下黒線)水位。

青線は観測された降水量を河川モデルに入力したときの計算された水位、青点線は放水路トンネ

ルの効果を考慮したときの水位である。また、点線は氾濫危険水位である。(b) 擬似温暖化実験

における(a)と同じ事例の降水量と水位。 

 

また、札幌建設管理部とのヒアリングにより、これから起こる（または起こると予測される）災害

に対し、その程度の大雑把な見積もりを与える類似天気図検索が現場の利便となることがわかった。そ

こで、気圧降水間関係式の考え方7)を応用し、豪雨災害検索に便利な類似分析法を開発した。ある特定

の日 𝑡𝑡0と時刻 𝑡𝑡 との大規模場の類似に対し、規格化した海面気圧�̂�𝑝(𝒙𝒙, 𝑡𝑡)と規格化した850 hPa面の比湿

𝑞𝑞�(𝒙𝒙, 𝑡𝑡)の関数として下記の類似度 𝐼𝐼(𝑡𝑡; 𝑡𝑡0) を定義する。 

𝐼𝐼(𝑡𝑡; 𝑡𝑡0) =
1
2
�

1
Ω
� ‖�̂�𝑝(𝒙𝒙, 𝑡𝑡 − 1) − �̂�𝑝(𝒙𝒙, 𝑡𝑡0 − 1)‖2

 Ω 
𝑑𝑑𝒙𝒙 +

1
𝑁𝑁
� ‖�̂�𝑝(𝒙𝒙, 𝑡𝑡) − �̂�𝑝(𝒙𝒙, 𝑡𝑡0)‖2

 𝛺𝛺 
𝑑𝑑𝒙𝒙�

+
1
Ω

 � ‖𝑞𝑞�(𝒙𝒙, 𝑡𝑡) − 𝑞𝑞�(𝒙𝒙, 𝑡𝑡0)‖2
 𝛺𝛺 

𝑑𝑑𝒙𝒙 

(1

) 

ここで、Ω は類似度の計算領域（ここでは北緯35度から50度まで、東経135度から150度までの矩形領

域）である。類似度は海面気圧と比湿それぞれの平均二乗誤差に相当するので、値が小さい方が類似し

ている。低気圧などの移動や停滞を捉えて類似を探すため、類似計算に特定日前日の海面気圧も算入す

る。海面気圧と850ha面の比湿の類似度に対する寄与は同じとした。類似日は類似度の小さいものから

順に第1類似日、第2類似日、… 第50類似日とする。ただし、特定日と類似日とは14日以上の期間が離

れているとする。つまり、特定日𝑡𝑡0の第1類似日𝑡𝑡1は𝑡𝑡1 = argmin
|𝑡𝑡−𝑡𝑡0|≥14

 I(𝑡𝑡; 𝑡𝑡0)で表される。同様に、第 𝑛𝑛 類似

日 𝑡𝑡𝑛𝑛は𝑇𝑇𝑛𝑛 = {𝑡𝑡 ∉ {𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2, … , 𝑡𝑡𝑛𝑛−1} | |𝑡𝑡 − 𝑡𝑡0| ≥ 14d}に対し、𝑡𝑡𝑛𝑛 = argmin
𝑡𝑡∈𝑇𝑇𝑛𝑛

 I(𝑡𝑡; 𝑡𝑡0)である。 

この手法を用いて、札幌における既往最大降水日（1981年8月23日）の類似を分析した。この日の第

1類似日として2002年7月11日があった。ともに北海道の南に台風があって、大量の水蒸気が南からも

たらされた場合であった（図3.5）。このように既往最大降水の類似日の多くは台風に関係があり、上

位50日の降水の確率分布は解析期間全体における降水の確率分布より、あきらかに多雨傾向を示して

いた（図3.6）。 

このような方法は簡便にハザード傾向を知る手段として有効であるが、気候変動下での「想定外」

の災害は網羅しないことから、注意が必要である。これ以上は本研究課題の計画外だが、d4PDFを利用

した事例抽出により、近未来におけるハザード傾向を過去の災害事例と結び付けることは「想定外」も

含めて可能であることから、現場目線での研究の発展が期待される。 
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図 3.5：(a) 1981 年 8 月 23 日と (b) その第 1 類似日である 2002 年 7 月 11 日における（等値線）海

面気圧 [hPa]と（色影）850 hPa 面の比湿 [g/kg]。等値線間隔は 4 hPa であり、色影は下のカ

ラーバーの示す通り。 

 

 

図 3.6：(a) 1981 年 8 月 23 日の推定確率分布と(b) 1961－2018 年 6－9 月の降水確率分布。降水量が

1 mm 以下であった日を除いた条件付き確率を示している。1981 年 8 月 23 日の第 1－50 類似日の

中で日降水量が 1 mm 未満であった日の割合は 0.32 であった。1961－2018 年 6－9 月の日降水量

が 1 mm 未満であった日の割合は約 0.61 であった。 

 

４．２ 豪雪に対する都市災害リスク 

北海道冬季の豪雪は天気図パターンに大きく依存する8)。そこで、ニューラルネットワーク型の機械

学習の一種である自己組織化写像を利用して、札幌の豪雪と関係がある天気図パターンを抽出した。札

幌において典型的に豪雪となる気象状況を機械学習の一種、自己組織化写像を用いて分類したところ、

西高東低冬型で北風系の気圧配置となるか、北海道の南を温帯低気圧が通過するかのいずれかといえ

る。前者においては北または北北西の風で寒気とともに雪雲が流れ込んでくることが多く、後者におい

ては南東の風で暖気とともに雪雲が流れ込んでくることが多い。4K上昇の気候下にあっても前者の気

象状況では依然、氷点下であるため、単位体積に含みうる水蒸気量の増加のため降雪頻度はむしろ増加

することになる(図3.7b)。一方、後者においては現状の降雪が氷点付近で起こっており、4K上昇の気

候下にあって多く0℃より高い気温となる。このため、現在気候では降雪となっていたものが、将来は

降雨となるため、降雪頻度は減少することになる(図3.7c)。なお、初冬や晩冬においては気象状況に

よらず、豪雪頻度は激減した。これはどのような気圧配置であっても、現在気候下、初冬や晩冬での降

雪は氷点前後で起こることに関係すると考えられる10)。 
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図 3.7：北海道を対象とした(青)d4PDF 過去実験及び(赤)d4PDF 4K 上昇実験における札幌の日降雪量

の頻度分布。(a)は冬季におけるすべての日に対する結果、(b)は西高東低冬型の気圧配置となっ

た日に対する結果、(c)は南岸低気圧が通過した日に対する結果である。横軸が日降雪量(cm)で

縦軸は確率を表す。横軸の日降雪量は 5 cm ごとに統計をとっており、縦軸の確率は対数軸であ

る。 

 

上記研究を拡張し、北海道各地の豪雪ハザードをもたらす天気図パターンを整理した。その結果、

太平洋側の都市に豪雪をもたらす温帯低気圧通過型の天気図(図3.8a)、日本海側の都市(札幌市におい

ては北部地区)に豪雪をもたらす西風系の天気図(図3.8b,c)、及び札幌市全域に豪雪をもたらす北風系

の天気図(図3.8d)に分類されることが分かった。また、d4PDF 4K上昇実験と過去実験を比較したとこ

ろ、西風系の天気図の出現頻度が増加し、北風系の天気図の出現頻度が減少した。西風系と北風系の天

気図の違いは、よく知られた全球規模のWPパターン9)に極めて高い相関性がある。WPパターンはその形

成メカニズムにおいて海陸温度差が関係しており、温暖化に伴う海陸温度差の変化が出現確率に影響し

ていると推測される。 

 

 
図 3.8：気象庁再解析データに基づいて計算された(a) 太平洋側の都市、(b,c)日本海側の都市、(d)

札幌に豪雪をもたらす典型的な天気図と 850 hPa 面における(矢羽根)風と(色影)温度偏差(K)。 
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さらに、天気図パターンによる降雪の気候変動変化とその要因を調べた。当然ながら、どの計算結

果においても、山岳地帯を除いて、総降雪量は大幅に減少した(図3.9a)。北海道沿岸部では約50％減

少し、南側では減少率が大きかった。しかし、日本海側や内陸では、豪雪頻度はそれほど変わらず、真

冬においてはむしろ増加した(図3.9b)。4K上昇実験で70％近い減少を示す太平洋側の都市とは対照的

であった。この違いは、どの温度帯で現在における降雪があるかに依存する。西風系で日本海側に降雪

がある場合は寒気移流場であるため、温暖化してもなお氷点下である。したがって、日本海側や内陸で

豪雪頻度が増加するのは、氷点下の環境で多くの蒸発がもたらされることと、西風系の天気図パターン

の増加の両者によって説明できる(図3.9c)。対照的に、太平洋側の都市における豪雪頻度の減少は、

気候変動下での降雪から降雨への変換と、温帯低気圧通過パターンの微減の複合効果によって説明でき

る(図3.9d)11)。 

 

 
図 3.9：(a) d4PDF 過去実験と 4K 上昇実験の比。等値線は降雪量の比であり、色影は豪雪頻度の比。

(b) (a)と同じだが、解析を 1 月に限定したもの。(c) 太平洋側の都市(広尾)と(d)日本海側の都

市(岩見沢)における天気図パターンが(実線)西高東低西風系のときと(点線)温帯低気圧通過型の

ときにおける降雪頻度分布。黒線が d4PDF 過去実験を示し、赤線が 4K 上昇実験を示す。 

 
以上の結果を札幌市雪対策室及び危機管理対策室と共有し、豪雪に対する都市災害適応の観点から

協議を行った。そこで、札幌市における過去５年間の除雪出動記録の分析を行った。除雪出動には、市

内北部に限られる場合と、市内全域に広がる場合とがあった(図3.10)。これらは研究で明らかになっ

た豪雪をもたらす典型的なパターンの西風系と北風系に対応する。将来、西風系パターンが増加し、北

風系パターンが減少することから、市内北部での豪雪のリスクが高まることが示された。全般的に気候

変動における豪雪頻度は減じるものの、豪雪時の降雪分布がこれまでと変わる可能性があり、機動的な

除雪体制を当面は継続することを提言した。 
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図 3.10： 35 個に細分した天気図パターンでの(左)札幌市内各地区における除雪状況と(右)その合

計。 

 

一方、札幌市からは、現在の除雪体制の運用において、１週間以上前からの豪雪可能性予報に期待

があることが示された。そのため、本研究課題で計算された天気図パターンを利用し、気象庁1か月ア

ンサンブル予報からどの程度のリードタイムをもって豪雪をもたらす天気図パターンを予見できるかを

調べた。図3.11は2020年11月24日からの1か月予報において、札幌市北部に豪雪をもたらす西風系の天

気図パターンはアンサンブル予報の中でいくらあったかと、実況の天気図パターンはどれかを示す。決

定論的予報が可能な1週間までは、アンサンブル予報の多数が実況と同じ天気図パターンを予測してい

る。驚くべきことは、1週間を超えたとき細分された天気図パターンを正確に予測できないとしても、

札幌市内北部に豪雪をもたらすことは、ポテンシャルとして予測できることである。図3.11bでは天気

図パターン予測における豪雪確率と、実際の降雪量をグラフにしたものである。これによると気候学的

な確率を超えたときに、降雪量が多い状況にあることがわかる。このように2～3週間後の豪雪ポテン

シャルがわかることで、現場においた機動的な対処が可能となることを示し、雪対策室にフィードバッ

クした。今冬期における豪雪は北風系の天気図によって生じている。そのことを受けて、急遽、2021-

2022年度における豪雪ポテンシャル予測を事後的に検証し、適応策としての社会実装可能性を議論す

る予定である。 
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図 3.11：(a) 2020 年 11 月 24 日初期値の気象庁 1 か月アンサンブル予報を 35 個に細分された天気図

パターンに分類した際の確率。×印は実況を示す。(b) 札幌市北部に豪雪をもたらす複数の天気

図パターンに分類される確率と、岩見沢市における日降雪量(cm)。点線は気候学的な天気図パタ

ーンの確率を、実線は日降雪量 10 cm を表す。岩見沢市と札幌市北部の降雪は相関性が高いこと

に注意。 

 

なお、豪雪ハザード予測のための高解像度シミュレーションの結果を利用し、吹雪災害可能性を議

論した。雪粒子が地表面近くで強風に巻き上げられることで吹雪は生じる。それが視界を遮ることで、

交通障害につながる。本研究ではたびたび吹雪での事故や通行止めが発生する高速道路でのリスクを分

析した。高速道路が2018年1月6日の18:05から23:40まで新千歳空港ICと札幌ICの間で閉鎖された例を

示す。その日の天気図及び衛星画像によると、等圧線に沿った北風により石狩平野に筋状雲が流入して

いた。前述の北風系の天気図パターンである。この筋状雲に伴う降雪が高速道路上の風雪となって視程

悪化をもたらしたと考えられる。水平解像度1 kmに力学的ダウンスケーリングした結果、北西風によ

って移流された筋雪雲が視程を低くする領域をもたらした(図3.12a)。一方、水平解像度5 kmの気象庁

メソ解析データでは、降雪強度・風速とも弱く、高速道路上における視程悪化を診断することはできな

かった(図3.12b)。ただし、力学的ダウンスケーリングにおいて視程悪化を示した領域は高速道路の閉

鎖区間とずれがあり、筋状雲を決定論的に予測することが難しいことを示唆していた12,13)。 
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図 3.12：2018 年 1 月 6 日 21 時における(色影)1.2 m における運転者の視程(m)と(矢羽)地上 10 m 風 

(m/s)の(a) 1 km 解像度へ力学的ダウンスケーリングした結果と(b) その元となる 5 km 解像度

の気象庁メソ解析データ。水色、青色、藍色の等値線は 6 時間積算降水が 1 mm、5 mm、及び 10 

mm を意味する。東日本高速道路株式会社管轄の自動車専用道路を紫線で表し、その時刻、通行

止めとなった区間を点線で表した。 

 

４．３ サブテーマ１との連携による暑熱リスク評価 

 サブテーマ１と連携して、気候変動下における都市の暑熱環境について評価した。昨夏、札幌で行わ

れたマラソン・競歩の競技中、高温に見舞われたことは記憶に新しい。本研究ではサブテーマ１におけ

る暑熱環境評価法を用いて、d4PDF 20kmダウンスケーリングデータに対し、熱中症に対する警戒が必

要な暑さ指数が28℃を超える確率を計算した。その結果、現在の札幌市は熱中症リスクがほぼ皆無で

あるのに対し、未来の札幌市における熱中症リスクは、現在の福岡市と同程度であることが分かった

(図3.13)12)。 

 

 

図 3.13：(a)d4PDF 過去実験、(b)2K 上昇実験、及び(c)4K 上昇実験における北海道の暑さ指数 WBGT が

28℃を超えた 1 夏あたりの日数の平均値。(d)は d4PDF 過去実験で九州の暑さ指数 WBGT が 28℃

を超えた 1 夏あたりの日数の平均値。 

 

 現在、札幌市は再開発事業を推進しており、都心の多くの場所でビルの建て替えや高層化がなされて

いる。この中でも2030年予定の北海道新幹線札幌延伸に伴う札幌駅周辺の再開発が特筆される。これ

が暑熱環境に影響を及ぼすことはサブテーマ１の研究から明らかである。そこで、サブテーマ１で実施
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している都市LESシミュレーションと観測を札幌市において実施し、札幌都心の街区における暑熱環境

リスクを評価した。その結果、観測・シミュレーションともに、緑地のクールアイランド効果が見られ

た。本調査はオリンピック開催に伴う交通規制のため、暑熱環境が著しく悪化した日ではなく、夏の平

年的な日で実施したため、街区間の差異は極めて小さくなった。この結果は今後の気候変動リスクと研

究展開の可能性として、札幌市危機管理対策室と北海道地域気候変動適応センターと共有した。 

 

 

図 3.14：(左)2021 年 8 月 12 日 13 時 50 分から 14 時における都市 LES による気温の水平分布。(右)ビ

ルが立ち並ぶ北３条西４丁目交差点付近での観測の様子。 

 

４．４ サブテーマ２との連携による強風リスク評価 

サブテーマ２では強風に関するリスク評価を京都市と大阪市を対象として実施した。札幌市の街区

は、歴史的に京都市をモデルとしたこともあり、およそ１辺120mの碁盤目状になっている。そのこと

から、強風に伴うリスクをサブテーマ２で実施した計算の通りに考えることができる。ただし、札幌市

には西日本のように台風が直撃するリスクは極めて小さい。気候変動下でも台風の個数は減るうえに、

地理的に見ても札幌市が風の意味で台風の被害を受けることはごくまれである(例外的に2004年9月に

北海道大学のポプラ並木が倒壊する強風を伴う台風が接近した13))。このことは、d4PDF 60km データ

に対する台風トラックによって明らかとなった(図略)。台風トラックは、d4PDFの格子点より時間ごと

に最低気圧点を抽出し、時間隣接の最近傍点を取り出すことで行った。なお、現実の台風トラック密度

とd4PDFの台風トラック密度は十分に近いといってよい(図3.15)。とくに、北海道におよぼす台風の影

響を評価するため、温帯低気圧化後のトラックも情報として付帯した。 

 

 

図 3.15：(左)気象庁ベストトラックデータより計算した台風トラック密度と(右)d4PDF 60km データか

ら計算した台風トラック密度。 
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 札幌市における強風のリスクは、どちらかというと雪粒子の飛散とそれに伴う吹き溜まりの形成にあ

る。そこで、サブテーマ２で利用されたLESに組み込まれているSGSパラメタリゼーション15)を参考に

して、乱流・雪粒子モデルを開発した14)。サブテーマ２より助言を受け、モデリングに際し、最新か

つ並列化効率の高い格子ボルツマン法を採用し、流入変動風は乱数発生器によってスペクトル分布及び

運動量フラックスが現実とあうように調整した。雪粒子の移動などは、確立されている吹雪モデリング

の方法16)を実装した。まだ、理想的な環境下の実験しか出来ていないが、うすい壁を模した障害物を

鉛直方向にどのように乗り越え、水平方向にどのように回避するかを、きわめて現実的な形で再現でき

ることが分かった(図3.16)。この結果を都心に置き換えると、建物を回避する雪粒子の動向がわか

り、建物設計の指針が与えられることが期待される。また、郊外における防雪柵の設計を効率的に行う

ことも期待できる。本モデルは現実事例への適用がまだできていないが、札幌市雪対策室や北海道地域

気候変動適応センターなどと共有し、今後の研究の方向性を議論する予定である。 

 

図 3.16：紙面左から右に吹く風向に対して直交する(a)無限長及び(b)有限長のフェンスをおいたとき

の吹き溜まりの確率。青が濃いほど吹き溜まりの可能性が高いことを示す。 

 

５．研究目標の達成状況 

札幌市で起こりうる夏季豪雨事例と冬季豪雪事例を抽出し、それらがどの程度の確率で激甚化し、都市

災害をもたらすのかを最大可能性として評価する点は目標どおりの成果を得た。また、その結果をもと

に気候変動適応策を関係地方自治体と協議した。協議の結果、地方自治体がさらに必要とした情報は、

本研究課題の応用として提供した。現状の災害に対する対策が気候変動適応策になりえることや、気候

変動適応研究を応用して現状の災害や予測を評価する方法が開発されるなど、地方自治体との密なコミ

ュニケーションによって、本研究課題の目標を大きく上回る成果が得られた。 
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の作成. 雪氷研究大会(２０２１・千葉-オンライン), 2021.9.13. 

7) 川添 祥、稲津 將、山田 朋人、星野 剛: 北海道において強い降水をもたらす低気圧の温暖化

解析. 日本気象学会2021年秋季全国大会, オンライン, 2021.12.3. 

 

（３）「国民との科学・技術対話」の実施 

【サブテーマ１】 

1) 日下博幸、2019年、熱中症予防リストバンドを活用した実証実験の報告会で講演（主催：埼玉

県保健医療部、タイトル：「暑さ対策の現状と課題」、2019年10月21日、埼玉県庁4階講堂） 

2) 日下博幸、2021年、新潟県立佐渡中等教育学校模擬講義 4年生（高校1年生）を対象に、新潟

県で発生するフェーンによる高温や暑熱環境対策等について講演（主催：新潟県立佐渡中等教

育学校、2021年7月26日、新潟県立佐渡中等教育学校） 

3) 日下博幸、2021年、今治南高校課題研究部研究発表会 高校生を対象にフェーンによる高温に

ついて解説（主催：今治南高校、2021年3月24日、オンライン開催） 

4) 日下博幸、2022年、熱中症予防声かけプロジェクトにて講演（主催：熱中症予防声かけプロジ

ェクト、タイトル：「最新データに見る！効果的なダブル対策」、2022年4月12日、オンライン

開催） 

 

【サブテーマ２】 

1) 第6回「震災対策技術展」（2019年6月7日、大阪市北区グランフロント大阪内コングレコンベン

ションセンター、観客約100名）にて「都市にひそむ暴風リスクを理解するために：2018年台風

21号による暴風災害」という題目で講演 
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2) 日本防水工法開発協議会夏季研究開発会議（2019年7月11日、大阪市東淀川区大阪コロナホテ

ル、観客約30名）にて「2018年台風21号による大阪市街地での暴風シミュレーションについ

て」という題目で講演 

3) 京都大学第20回市民防災講座－災害リスクを考える－「自然災害に備える」（2019年9月23日、

京都府福知山市市民交流プラザふくちやま市民交流スペース、観客約100名）にて「台風・豪雨

による気象災害への備え」という題目で講演 

4) 令和2年度秋季建築物防災週間関連行事建築物防災講演会（2020年9月10日、大阪市西区建築交

流会館、観客約100名）にて「台風による都市型暴風災害のリスクとその備え」という題目で講

演 

5) 第7回「震災対策技術展」大阪（2020年10月14日、大阪市北区グランフロント大阪内コングレコ

ンベンションセンター、観客約50名）にて「令和元年東日本台風（台風１９号）に見られる近

年の豪雨災害の特徴」という題目で講演 

6) 第8回「震災対策技術展」大阪（2021年8月20日、大阪市北区グランフロント大阪内コングレコ

ンベンションセンター、観客約50名）にて「近年の豪雨災害に見られる極端気象の実態と備
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7) 滋賀県立虎姫高等学校SSHフィールドワーク科目「究理I」（オンライン、2021年11月19日、高

校生8名）にて、気象災害と気候変動に関する指導・助言 

8) 環境省「令和３年度災害廃棄物対策推進シンポジウム『気候危機時代の災害廃棄物対策 ～多様

なリスクの想定と柔軟な現場対応～』」（オンライン、2022年1月26日、観客約200名）にて
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道気象予測技術センター、令和元年８月２３日、ホテルマイステイズ札幌アスペン２階、参加

者約100名）にて講演 

2) 令和元年度シンポジウム「地球を観る、災害を観る」（主催：富山大学都市デザイン学部、令

和２年６月９－１０日、参加者約100名以上）にて講演 

3) 第２期十勝経営者大学「北海道論コース」（主催：北海道中小企業家同友会とかち支部、令和

３年３月２３日、参加者10名程度)にて講演 

4) 防災シンポジウム「冬の北海道の広域複合災害」（主催：北海道大学及び読売新聞社北海道支

社、令和３年９月９日、参加者60名程度)にて講演 

5) 一般公開シンポジウム「北海道気象予測技術分野オンラインシンポジウム」（主催：北海道大

学・北海道気象予測技術センター、令和４年２月１８日、参加者約60名）にて講演 

 

 

（４）マスコミ等への公表・報道等＞ 

 【サブテーマ１】 

1) 共同通信（2019年8月5日、オンライン版、「フェーンと都市化で熱帯夜 5度押し上げ、昨夏の

新潟」）※1 

2) 中日新聞（2019年8月5日、夕刊、8頁、「フェーン現象と都市化で＋５度」）※1 

3) 新潟日報（2019年8月6日、日刊、27頁、「新潟市昨年の8月の熱帯夜 フェーン現象＋都市化＝

５度押し上げ」）※1 

4) 毎日新聞（2019年8月6日、新潟県版、頁数不明、「フェーン現象×都市化＝猛烈？ 昨夏の新

潟、筑波大教授ら分析 気温５度押し上げか」）※1 

5) NHK Eテレ（2020年10月11日、全国放送、「サイエンスZERO 暮らしを変える“アスリート科

学”最前線」）研究成果の紹介、ビデオ出演 
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6) NHK（2021年1月9日、全国放送、「NHKスペシャル シリーズ「2030 未来への分岐点」第１回

「暴走する温暖化 “脱炭素”への挑戦」」）研究成果採用 

7) 成果のプレスリリース（2021年5月17日、筑波研究学園都市記者会へのリリース文送付/大学HP

への掲載、「フェーン現象は通説と異なるメカニズムで生じていることを解明」） 

8) NHKラジオ第一（2021年5月20日、全国放送、NHKラジオR1「武内陶子のごごカフェ」（5/20内の

企画「ローカル」で日本全国の気候と局地風を紹介（電話出演）、日本全国の気候と局地風を

紹介）） 

9) 愛媛新聞（2021年6月8日、朝刊、6頁、「フェーン現象 降雨例少なく」）※2 

10) 茨城新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象 降雨少数」）※2 

11) 河北新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象 降雨少数」）※2 

12) 宮崎日日新聞（2021年6月8日、朝刊、2頁、「フェーン現象 実は 降雨少数」）※2 

13) 京都新聞（2021年6月8日、夕刊、6頁、「フェーン現象で雨降らず？」）※2 

14) 産経新聞（2021年6月8日、朝刊、20頁、「フェーン現象 降雨わずか」）※2 

15) 信濃毎日新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象「実際に雨を降らすことは少

ない」」）※2 

16) 神奈川新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象 降雨は少数」）※2 

17) 朝日新聞（茨城版）（2021年6月21日、頁数不明、「フェーン現象 雨なし8割」）※2 

18) 東奥日報（2021年6月8日、朝刊、3頁、「フェーン現象 実際は雨珍しく」）※2 

19) 東京新聞（2021年6月7日、夕刊、頁数不明、「フェーン現象 降雨わずか」）※2 

20) 日本経済新聞（2021年6月7日、夕刊、9頁、「フェーン現象 実は降雨例少数」）※2 

21) 福島民報（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象 降雨は少数」）※2 

22) 福島民友新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、「フェーン現象、降雨少数」）※2 

23) 北海道新聞（2021年6月7日、夕刊、7頁、「フェーン現象 降雨は少数」）※2 

24) 毎日新聞（2021年6月11日、夕刊、7頁、「フェーン現象 降雨はまれ」）※2 

25) 中日新聞（2021年6月7日、夕刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

26) 北國新聞（2021年6月7日、夕刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

27) 北陸中日新聞（2021年6月7日、夕刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

28) 徳島新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

29) 南日本新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

30) デーリー東北（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

31) 秋田魁新報（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

32) 岩手日報（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

33) 埼玉新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

34) 山梨日日新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

35) 新潟日報（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

36) 伊勢新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

37) 北日本新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

38) 福井新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

39) 奈良新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

40) 山陽新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

41) 山陰中央新報（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

42) 高知新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

43) 琉球新聞（2021年6月8日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

44) 中國新聞（2021年6月9日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

45) 沖縄タイムス（2021年6月10日、朝刊、頁数不明、タイトル不明）※2 

46) 西日本新聞（2021年6月10日、夕刊、頁数不明、タイトル不明）※2 
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47) 東京大学海洋アライアンス連携研究機構HP（2021年6月2日公開、「フェーン現象の「常識」は

常識ではなかった」） 

48) NHK「首都圏ナビ」Webリポート（2021年8月30日、NHK HP、「熱中症患者あふれる将来の東京 

気候変動は社会的弱者に被害集中」） 

49) NHK NEWS おはよう日本（2021年9月16日、翌日の熱中症搬送者数予測モデルの紹介と将来の熱

中症搬送者数に関する予測結果について） 

50) 信濃毎日新聞（2021年9月20日、長野県を対象とした将来の熱中症搬送者数予測について） 

51) 成果のプレスリリース（2022年2月22日、筑波大学（リリース文章の配信のみ）、「炎天下での

短時間歩行が直後の学習・仕事のパフォーマンスを低下させることを実証」） 

 

※1 2019年6月における共同通信社の新潟県新潟市における夜間高温の発生メカニズムに関する取

材による記事。 

※2 2021年5月20日における共同通信社の「日本のフェーン現象の主要メカニズムについて」の取

材による記事。オンラインニュース（毎日新聞や日経新聞など45件）、Wikipediaやヤフーニュー

スにも掲載（タイトル・日付不明）。 

 

【サブテーマ２】 

1) 読売新聞（２０２０年８月３１日、大阪本社、１頁、「ビル風 台風時に威力増」） 

2) NHKワールド（NHK国際放送）（２０２１年１月１１日およびオンライン配信中、”BOSAI: 

Science that Can Save Your Life”） 

 

【サブテーマ３】 

1) 読売新聞（２０２１年９月１０日、北海道支社、ページ数不明、「北大シンポ防災研究の現状

を紹介」） 

2) 読売新聞（２０２１年１０月８日、北海道支社、３０－３１ページ、「北大・読売防災シンポ

『冬の北海道の広域複合災害』」） 

 

（５）本研究費の研究成果による受賞 

 【サブテーマ１】 

1) 第59回日本生気象学会大会優秀発表賞、日本生気象学会、2020年11月29日、筑波大学生命環境

科学研究科 中村真悟 

2) The Helmut E. Landsberg Award、American Meteorological Society（アメリカ気象学

会）、2021年1月11日、筑波大学計算科学研究センター 教授 日下博幸 

3) 第14回日本ヒートアイランド学会大会ベストポスター賞、日本ヒートアイランド学会、2019年9

月22日、筑波大学生命環境科学研究科 佐藤亮吾・佐藤拓人・同計算科学研究センター 教授 

日下博幸・同生命環境科学研究科 清水麻未・同計算科学研究センター 研究員 荒木貴光 

4) CSIS DAYS 2021 優秀共同研究発表賞、東京大学空間情報科学研究センター、2021年11月20

日、筑波大学計算科学研究センター 教授 日下博幸・研究員 佐藤拓人・同生命環境科学研究

科 中村真悟・同アイソトープ環境動態研究センター 特任助教 中村祐輔・同生命環境学群

地球学類 軽辺凌太 

5) 2020年度日本気象学会北海道支部発表賞、2021年1月12日、北海道大学大学院理学研究院 川添

祥 
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Ⅳ．英文Abstract  

 

Climate Change Adaptation to Disasters in Urban Environments 

 

Principal Investigator: Masaru Inatsu 

Institution:  Hokkaido University, N10W8, Sapporo, JAPAN 

    Tel: +81-11-706-3549 / Fax: +81-11-706-3549  

E-mail: inaz@sci.hokudai.ac.jp 

Cooperated by: University of Tsukuba, and Kyoto University 

 

 

[Abstract] 

This project investigated the impacts of climate change on extreme heat, winds, snow, and 

rain events in the urban environments of Sapporo, Kumagaya, Niigata, Kyoto, and Osaka. 

First, it was found that urban heat stress is projected to worsen future climates, and in 

the case of Sapporo city, the number of heat-related illnesses was projected to increase 

significantly. While much attention has been given to urban heat island effects in major 

metropolitan environments, cities such as Niigata that border the Sea of Japan was also 

shown to experience extremely high temperatures due to the Foehn effect, often without 

the presence of precipitation. Next, high wind events in urban environments were examined 

in Kyoto and Osaka. For strong winds associated with approaching typhoons, subtle shifts 

in the storm track were shown to affect the distribution of the wind field. In addition, 

areas with low building density and varying heights were clearly shown as areas prone to 

strong wind gusts. Therefore, it was revealed that strong winds in urban environments are 

dictated by several factors, such as storm tracks, intensity, and urban layout. Lastly, 

weather risks associated with extreme rain and snow events were investigated. As a case 

study, the impacts of an extreme rain event associated with“senjo-kousuitai”on the 

Motsukisamu river in Sapporo were analyzed for the potential risk of flooding in the 

present and future climates. For extreme snow events, future projections showed that while 

the overall risk of record snow events will decrease throughout much of Japan, in areas 

such as the Sea of Japan side in Hokkaido, a potential increase was seen even toward the 

end of the 21st century.  

Consistent dialogue with local municipalities on adaptation strategies was conducted 

throughout the project. For example, urban model simulations were performed to convey the 

benefits of large, shading structures or more densely planted trees in cities such as 

Kumagaya and Niigata, where such measures are already being considered to reduce heat 

stress in urban environments. In Sapporo, the effectiveness of a drainage tunnel in 

smaller river basins to reduce flooding disasters was validated for present and future 

extreme rain events. These studies provided supporting evidence on the effectiveness of 

improved building codes and disaster prevention measures planned in urban environments. 

For regions where further improvements can be suggested, this project’s accomplishments 

can provide pertinent information for adaptation and mitigation measures in response to 

climate change. 

 

Key Words:  Climate change, weather disasters, urban environments, typhoons, heat 

stress, extreme precipitation, regional municipalities, adaptation. 
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